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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　排気フードからの排煙を熱交換器へ流すこと；
　熱交換器を通って搬送される液体をヒートポンプの熱源として用いて液体より高い温度
で熱を発生させること；
　前記熱交換器上の油脂を捕捉することにより、前記熱交換器を用いて油脂を回収するこ
と；
　前記ヒートポンプを定期的に反転させて前記熱交換器上の油脂を溶かすこと；
を含むことを特徴とする熱エネルギの搬送方法。
【請求項２】
　熱交換器が水噴霧装置を備えていることを特徴とする請求項１記載の熱エネルギの搬送
方法。
【請求項３】
　熱交換器が水噴霧装置であることを特徴とする請求項１記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項４】
　さらに、ヒートポンプからの熱を飲料水に搬送することを含むことを特徴とする請求項
１記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項５】
　さらに、ヒートポンプからの熱を用いて、飲料水を予熱することを含むことを特徴とす
る請求項１記載の熱エネルギの搬送方法。
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【請求項６】
　前記熱を発生させることは、蒸発器及び凝縮器を通して冷媒を循環させることを含むこ
とを特徴とする請求項１記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項７】
　噴霧装置で前記熱交換器を洗浄すること、をさらに含むことを特徴とする請求項１記載
の熱エネルギの搬送方法。
【請求項８】
　高い温度で発生させられた前記熱が水の予熱装置へ供給されることを特徴とする請求項
１記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項９】
　高い温度で発生させられた前記熱は、所定時刻において熱せられる水量が、加えられた
熱量に応じて定まる瞬間湯沸し器に提供されることを特徴とする請求項８記載の熱エネル
ギの搬送方法。
【請求項１０】
　高い温度で発生させられた前記熱は、皿洗い機によって使用される水に提供されること
を特徴とする請求項１記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項１１】
　高い温度で発生させられた前記熱は、換気空気に提供されることを特徴とする請求項１
記載の熱エネルギの搬送方法。
【請求項１２】
　前記換気空気は、構成空気であることを含むことを特徴とする請求項１１記載の熱エネ
ルギの搬送方法。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本願は、２００７年４月１８日に出願した“再循環排気システム”についての米国仮出
願第６０／７４５，０９３号、及び２００７年４月２０日に出願した“再循環排気システ
ム”についての米国仮出願第６０／７４５，２７６号の優先権の利益を請求しており、こ
れらの米国仮出願は全体として参照文献として本明細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　排気システムは、製造施設、業務用料理室、研究所などのような工業的及び商業的製造
施設からのエネルギの相当な損失を招いている。排気システムによって生じる損失の一つ
は、汚染の生じられることになる空間から相当量の調和空気が逃げていくことにあり、調
和空気は交換空気を調和させることによって交換されなければならない。別の損失は動作
している排気システム自体に必要なエネルギである。
【０００３】
　排気システムを介しての調和空気の損失を最少化する必要性の認識の結果として、種々
の技術が提案されてきた。一つの技術としては、引き抜かれる調和空気の容量を最少化す
ることにある。ある幾つかの排気システムは、研究所で用いられるフードのような純粋な
潜在的（また層として知られた）流れ状態の下で作動する。本来低い流速を使用する必要
のある潜在的流れ状態を維持することにより、汚染物質の混入は最少に保持される。従っ
てかかる排気システムは非常に選択性があり得る。
【０００４】
　排気システムを介しての調和空気の損失量を低減するために適用されてきた別の解決法
は、状態に基いて総流量を最少化することにある。例えば、業務用料理室については、実
時間制御が開示されてきた。幾つかの例としては、“料理室排気最適温度スパンシステム
及び方法”に関する米国特許第７０４８１９９号及び“業務用料理室排気システム”に関
する米国特許第６１７０４８０号がある。
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　排気システムを介しての調和空気の損失量を低減するために適用されてきた別の解決法
は、排気フードに近接した又は排気フードに隣接した調和空間内へ調整空気を放出するい
わゆる短絡システムにある。これの想定された効果は、調和占有空間内への汚染物質の漏
れを防ぎながら、排気されなければならない調和空気の総量を低減することにある。この
ようなシステムの幾つかの例は、“熱交換器を備えた自蔵式排気フード及び空気の排気方
法”に関する米国特許第４１４３６４５号、“料理室用の換気システム”に関する米国特
許第６３４７６２６号、“空気換気システム”に関する米国特許第４４８３３１６号によ
って提供される。しかし、これらのシステムでは、フードの下方やフードの周囲における
空気の動きが本質的に乱流であるので、強い混合がフードで生じる。その結果、調整空気
の放出により発生した乱流のためしばしば比較的強く、調和空気に汚染物質が入り込み、
従ってフードから離れて調整空気の導入されるシステムにおけると同程度の調和空気を排
気する排気フードが大いに必要となる。
【０００６】
　調和空気の損失、及び調和置換空気で排気空気を置換する必要性が相伴うのに加えて、
排気システムは、回収されて使用され得る場合には商業的な価値をもつエネルギ又は物質
を本質的に失い得る。しかし、フード雰囲気から調和空気で排気流れを稀釈するために、
濃度及び温度は、エネルギ又は物質の回収を困難にさせるようである。さらに、流出物流
れによって生じる汚れはエネルギ回収システムの性能及びメンテナンスの問題である。例
えば、費用面の熱伝達係数は汚れの結果として急速に低下する。
【０００７】
　排気システムにおける別の問題は、排気及びユーティリティ接続が使用され、構造体に
組み込まれると、相対的配置の典型的な恒久性にある。しばしば、業務用料理室、上級の
機器及び備品のような設備を配置し直す、すなわち簡単には機器を再配置するのが望まし
い。短絡排気システムではしばしば、外部通気孔に接続されるものより大きな融通性が得
られるが、しかしユーティリティ接続はなお問題を引き起こし得、しばしば短絡動作はあ
る特定の設備では望ましくなく或いは実用的でない。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　複数の実施形態は、排気システムにおける正味のエネルギ損失を低減し及び／又はエネ
ルギ回収を行うのに役立つ種々の特徴を備えている。
【０００９】
　一実施形態によれば、排気フードは、排気入口と、可動囲い部材（シュラウド）とを有
している。可動囲い部材は、下方縁部をもち、調理面上で調理面に隣接して包囲空間を画
定するように構成されている。包囲空間は、排気入口に連通している。可動囲い部材　は
、調理面と可動囲い部材の下方縁部との間に少なくとも２０ｃｍの隙間を形成する第１位
置及び第１位置で形成される隙間より実質的に小さい隙間を形成する第２位置に可動であ
る。好ましくは、可動囲い部材は透明部分を備えている。可動囲い部材の透明部分は、一
実施形態では、可動囲い部材が第１位置にある時透明部分を通して平均身長の立っている
人が調理面の少なくとも一部見ることができるように配置されている。可動囲い部材の透
明部分は、可動囲い部材が第１及び第２位置にある時透明部分を通して平均身長の立って
いる人が調理面の少なくとも一部見ることができるように配置されている。好ましくは、
包囲空間と連通する新鮮空気の通気孔が設けられる。グリルを保護するのに適した一つの
好ましい実施形態では、新鮮空気の通気孔は調理面を洗浄する噴流を形成するように構成
される。
【００１０】
　本発明の別の実施形態によれば、排気フードは、排気入口と可動囲い部材とを有してい
る。可動囲い部材は、下方縁部をもち、調理面上で調理面に隣接して包囲空間を画定する
ように構成されている。包囲空間は、排気入口に連通している。可動囲い部材は、調理面
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と可動囲い部材の下方縁部との間に第１隙間を形成する第１位置及び第１位置で形成され
る第１隙間より実質的に小さい第２位置の間で可動である。この実施形態では、可動囲い
部材は透明部分を備えている。可動囲い部材の透明部分は、好ましくは可動囲い部材が第
１位置にある時透明部分を通して平均身長の立っている人が調理面の少なくとも一部見る
ことができるように配置されている。透明部分は、可動囲い部材が第１及び第２位置にあ
る時透明部分を通して平均身長の立っている人が調理面の少なくとも一部見ることができ
るように配置されている。好ましくは、包囲空間に連通して新鮮空気の通気孔が設けられ
る。グリルを保護するのに適した一つの好ましい実施形態では、新鮮空気の通気孔は調理
面を洗浄する噴流を形成するように構成される。
【００１１】
　一実施形態によれば、業務用料理室用のサービス供給装置は、壁を形成するように相互
に接続できるモジュールを有している。モジュールは、排気ダクトをもつ少なくとも第１
モジュールを備え、第１モジュールは、気体フィルタ用のホルダーを備えた気体通路を備
えている。排気ダクトは気体流路と流れ連通している。好ましくは、第２モジュールはデ
ータ・バスを備えている。また、好ましくは、第１及び第２モジュールの少なくとも一方
は水サービス配管を備えている。好ましくは、モジュールは壁を形成するように接続でき
る。モジュールは、壁セクションを形成するように積み重ねて接続できる。隣接したセク
ションは連続した壁を形成するように互いに接続され得る。モジュール内のサービス要素
は、隣接したセクション間でサービスを搬送するように隣接したセクション間に相互に接
続され得る。好ましくは、壁内のサービス搬送装置に端子装置を接続するコネクタが設け
られる。
【００１２】
　一実施形態によれば、業務用料理室用のサービス供給装置は、壁を形成するように相互
に接続できるモジュールを有している。モジュールは、排気ダクトをもつ少なくとも第１
モジュールを備えている。第１モジュールは、シェルフ、ろ過ユニット又は排気フードを
含む装備品用の取付け部材を備えている。
【００１３】
　一実施形態によれば、業務用料理室用のサービス供給装置は、壁を形成するように相互
に接続できるモジュールを有している。モジュールは、隣接したモジュール間で、データ
、水、排煙、排水及び電力のうち少なくとも三つを搬送するように壁を形成するモジュー
ル間を相互に接続できる搬送装置を備えている。モジュールは、搬送装置で行われるサー
ビスに対して外部からアクセスするために、搬送装置に端子を接続できるように構成され
ている。
【００１４】
　一実施形態によれば、熱エネルギの搬送方法は、可動仕切りを通して調和空気を排気フ
ード内へ流すこと、及び排煙を熱交換器へ流して排煙中の熱を回収することを含む。
【００１５】
　一実施形態によれば、熱エネルギの搬送方法は、可動バリアを下げそして排気フードを
とおる排気の流量を下げることにより排気フードへの調和空気の流れを制限し、それによ
って排煙の温度を上昇させることを含む。本方法はさらに、排煙を熱交換器へ流すことを
含む。好ましくは、本方法はまた、熱交換器から消費プロセスへ熱を搬送することを含む
。
【００１６】
　一実施形態によれば、熱エネルギの搬送方法は、調理用排気フードからの排煙をろ過し
、ろ過した排煙を熱交換器に通し、そして熱交換器から熱を熱消費プロセスへ搬送するこ
とを含む。好ましくは、ろ過段階は、排煙を紫外光線に当てて排煙中のオレフィンを灰分
に変換することを含む。好ましくは、本方法は、紫外光線でろ過した煙道ガスを熱交換器
へ通す前に、灰分をろ過することを含む。
【００１７】
　一実施形態によれば、熱エネルギの搬送方法は、調理用排気フードからの排煙を搬送す
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るチャンバ内へ水を噴霧すること、排煙によって加熱した水を回収すること、及び熱交換
器を用いて熱を移送することを含む。一実施形態では、水は界面活性剤を含んでいる。
【００１８】
　一実施形態によれば、熱エネルギの搬送方法は、調理用排気フードからの排煙を熱交換
器へ流すこと、及び熱交換器を通って搬送される液体をヒートポンプの熱源として用いて
液体より高い温度で熱を発生することを含む。好ましくは、本方法は、熱交換器を用いて
油脂を回収することを含む。複数の実施形態では、熱交換器は、水噴霧装置を備え、或い
は熱交換器は水噴霧装置である。好ましくは、本方法は、ヒートポンプからの熱を飲料水
に搬送することを含む。好ましくは、本方法は、付加的に、或いは代わりに、ヒートポン
プからの熱を用いて、飲料水を予熱することを含む。
【００１９】
　一実施形態によれば、熱抽出装置は、気体搬送部分及びフィルタ・ホルダを画定する気
体流れ導管を有している。噴霧ノズルは、第１気体搬送部分内へ液体を噴霧するように構
成される。噴霧ノズルは、液体供給部への接続部を備えている。第１気体搬送部分は液体
回収開口を備えている。好ましくは、フィルタはフィルタ・ホルダで保持される。好まし
くは、フィルタはほぼ平坦なメッシュフィルタである。一実施形態では、フィルタは、曲
がりくねった流路を画定する有孔シートの複数の層を備えたほぼ平坦なフィルタである。
【００２０】
　一実施形態によれば、熱抽出装置は、曲がりくねった少なくとも一つの気体流路及び気
体流路に隣接した少なくとも一つの油脂収集チャンネルを画定する油脂抽出要素を有する
。油脂抽出要素は、少なくとも一つの気体流路から物理的に分離する少なくとも一つの液
体導管を画定し、少なくとも一つの気体流路及び少なくとも一つの液体導管はそれぞれの
熱伝達面部分を備えている。少なくとも一つの液体導管の熱伝達面部分は少なくとも一つ
の気体流路の熱伝達面部分と熱的に連通して、それらの間に熱伝導路を画定している。好
ましくは、液体導管は、少なくとも一つの流体入口と少なくとも一つの流体出口とを備え
ている。好ましくは、ハウジングは、気体入口と、気体出口と、油脂収集出口を備える油
脂収集部分とを画定している。油脂収集部分は油脂収集チャンネルから油脂収集開口へ油
脂を搬送するように構成されている。好ましくは、少なくとも一つの気体流路は多数の渦
チャンバを備えている。一実施形態では、ブラシ要素は少なくとも部分的に気体流路を画
定している。ブラシ要素は好ましくは、剛毛及び剛毛を支持する少なくとも一つの管を備
えている。剛毛の表面は、この実施形態では、少なくとも一つの気体流路の熱伝達面の少
なくとも一部分を画定している。別の実施形態によれば、熱抽出装置はさらに排気フード
を有し、排気フードの下方には料理器具が位置決めされ、また排気フードを気体流路に接
続するダクトが設けられる。
【００２１】
　本明細書に結合されかつ本明細書の一部を成す添付図面には、本発明の例示実施形態を
示し、前記の概略的な説明及び以下の詳細な説明と共に、本発明の特徴を説明するのに役
立つ。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　不潔な問題に加えて、“廃” 熱の回収に関連した機会コスト及び処理の問題がある。
熱交換器から回収した熱は、例えば使用した冷却水を下水道へ流すこと又は液体・空気熱
交換器を用いて冷媒からの熱を周囲の外気へ伝達すること、或いは熱を、地上、天然水の
集まっている所、冷却タワーなどのようなその他の熱シンクへ伝達することによって単純
に廃棄され得る。この処理の問題に関連した機会は、廃物及びエンタルピー、例えば、バ
イオ燃料源と成り得る油脂、及び熱の再利用を含んでいる。別の機会は、周囲へ単純に放
出するのではなく排気を清浄することが環境のためになるということにある。
【００２３】
　本明細書における実施形態の動機付けとなる一つのグループの応用は、排気システムに
対する恒久的な接続が望ましくないか或いは不可能である場合のものである。これらはい
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わゆる閉サイクルすなわち再循環排気応用である。エネルギ回収応用として扱う別のグル
ープは、エネルギ回収すなわち最少エネルギ消費が望ましい又は必要である場合のもので
ある。これら二つのグループは、明らかに排他的ではなくすなわち隣り合わせである。閉
サイクルシステムでは、通常包囲空間から直接引かれる空気を含む排煙は処理されて周囲
環境へ戻され得る。この閉サイクルは、正味の熱利得が有利でありそして被処理煙が周囲
空気を加熱するのに役立つ場合のようにエネルギ回収効果をもたらし得る。エネルギ回収
実施形態では、熱は、空間、水或いはその他の加熱応用の効率を増大させるため種々の手
段によって抽出され、用いられ得る。意図した殆んどのものは、排気生成物及び空気を通
常占有した空間へ戻す前に熱を含む汚染物質の実質的な除去を行う。
【００２４】
　一つの応用分野は、業務用料理である。構造体内にファン及び管路を含む恒久的な排気
システムの設置及び更新を避けることにより、費用、外観、融通性、信頼性及びその他の
ファクタに関して多くの利点がある。さらに、廃棄生成物の徹底的な回収及び使用は、明
らかな環境的かつ潜在的な経済上の利点がある。
【００２５】
　熱は、低温で捕らえられ、そして比較的高い温度を必要とするプロセスによって予熱源
として、或いは電源を用いて使用温度を上げるヒートポンプの熱源として再使用され得る
。低温加熱を使用できる源によって、被回収熱を使用できるようになる。また、熱交換器
構造は回収温度を最大化でき、例えば向流熱交換器構造を使用することにより、これを達
成し得る。
【００２６】
　図１ａには、料理用コンロ、フライ料理器具、或いはグリルのような調理用器具の流出
物流れを冷却し、清浄するために、非通気排気装置の一部として用いられ得る熱交換器を
示している。主に調理プロセス及び周囲環境からの煙、油脂、流れ及び空気から成る暖か
い又は無熱い流出物流れ１００の流れは、空気を介して液体熱交換器１２０へ流れる。液
体ライン１４０は、空気対液体熱交換器１２０へ冷媒を供給し、そして加熱した冷媒を伝
導する。液体熱交換器１２０による流出物流れ１００の冷却並びに加熱液体熱交換器１２
０の大きな表面積は、油脂粒子の発生を早め、また冷却効果は、熱交換器の冷却面上に水
蒸気を凝縮させる。流出物流れ１００は熱交換器１２０を通り、油脂及び熱の大部分が除
去される。簡単な実施形態では、冷媒源は任意の適当な冷却水供給源であり得る。
【００２７】
　図１ａの実施形態においては、熱伝達面は排気流れを冷却し、エンタルピーを低減し、
それにより水分を除去する。同時に、油脂エーロゾル及び有機蒸気が上流で除去されない
場合（それらについては別の実施形態に従って以下に記載する）、熱伝達面は油脂の堆積
（衝撃ろ過）及び／又は有機蒸気の凝縮を生じさせ得る。いずれの場合も、汚れは重大な
問題であり、この問題は、熱伝達面に接触させる前に排気流れを予備清浄すること、周期
的に又は連続して清浄すること、使い捨てフィルタ又は使い捨てフィルタ面を使用するこ
と、再生熱伝達面を使用すること及びその他の手段を含む種々の機構によって対処され得
る。別の実施形態ではこれらを実施する種々の仕方について記載する。
【００２８】
　図１ｂには、熱交換器の別の実施形態を示す。この実施形態では、調理流出物流れ１０
０は水の噴霧１５５を通過する。噴霧１５５は排気を冷却し、そして水蒸気及び有機蒸気
を凝縮し得ると共に、流出物流れ１００からの粒状汚染物質を除去し得る。水は流れ去る
際にチャンバ１５０内に集まり、そしてドレン１４５を通って廃棄され得る。界面活性剤
、油脂を食べる微生物、その他の化合物は、コントローラＸ１の制御のもとで、容器、ポ
ンプ及び制御弁（例えばＳで示されている）から間隔をあけて自動的に供給され得る。コ
ントローラＸ１は規則的なスケジュールに従って連続して又は総累積付加に従って噴霧１
５５を形成する流体に界面活性剤を添加するように構成され得る。界面活性ス剤のこの周
期的又は連続した添加は、ドレン１４５を通って流れ去る（逃げる）流れにおける油脂を
運び去るのを助け得る。流れ去る水から熱が捕捉され、そして再使用され得る。熱の捕捉
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は熱交換器１５１、例えばドレン１４５を通って放出される前に、堆積するライナーとし
て壁に内蔵した流体回路によって行われ得る。捕捉した熱がどのように用いられ得るかの
例について以下に記載する。
【００２９】
　図１ｃには二段熱交換器を示す。この実施形態では、流出物流れ１００はまず、熱交換
器１２０を備える熱再生構成要素に入り、閉回路液体ライン１３０が用いて液体・空気熱
交換器１２０から別の液体・空気熱交換器１６０へ熱を伝達する。液体・空気熱交換器１
２０は流出物流れ１００から過剰の熱を除去し、その結果、部分的に冷却した流出物流れ
１０５となる。別の液体・空気熱交換器１６０は、冷却ループすなわち閉回路液体ライン
１３０に供給するのに用いられ得、そしてまたエネルギの回収のためにも用いられ得る。
第２段は、流出物流れ１０５をさらに冷却し、その結果一層冷却した流出物流れ１１０と
なる。第２段は、第２の液体・空気熱交換器１２５を使用し得、この第２の液体・空気熱
交換器１２５の熱伝達流体は冷却装置１８０、例えば、ルーフトップ冷却装置で冷却され
る。熱は、閉回路ループ１３６を介して冷却装置における過熱戻し器ＤＳから回収されて
、湯負荷の幾分か又は全てを処理する湯タンクＨＷへ熱を供給し得る。例えば、料理室で
は、お湯は皿洗いのために用いられ得る。
【００３０】
　図１ｄには、二段熱交換器の別の実施形態を示す。第１段では、液体・空気熱交換器１
２０への主空気は、液体・空気熱交換器１６０のような冷媒の比較的高い温度源を用いて
第１の最終温度に流出物流れを予備冷却し、液体・空気熱交換器１６０は、外部周囲空気
１７０を用いてループ１３０における液体冷媒を冷却する。第２段では、第２の液体・空
気熱交換器１２５は、この第２の液体・空気熱交換器１２５を冷却装置１８０に接続する
ループ１３５からのような冷媒の比較的低い温度源を用いて最終温度に、予備冷却した流
出物流れ１０５をさらに冷却する。第２段は、同様な効果をもつスプリット空調システム
の場合のように中間液体冷媒を用いない純粋な冷媒ループで置き換えられ得る。前の実施
形態の場合のように、熱は過熱戻し構成要素を備えた液体・冷媒凝縮熱交換器１８６によ
って回収され得る。これは、湯負荷が低い時に熱シンクを構成するように空気冷媒凝縮部
分（図示していない）によって補足され得る。
【００３１】
　図１ｅには多段噴霧冷却システムを示す。この実施形態では、調理流出物流れ１００は
プレナム（充気室）１４１内へ通り、プレナム１４１は多数の噴霧ヘッド１４２及び多数
のバッフル１４３を備えている。噴霧からの逃げ部分はドレン１４５を通って出て行く。
清浄な空気１１０はプレナム１４１の入口と反対側の端部から出て行く。
【００３２】
　図１ｆには多段噴霧冷却システムを示す。この実施形態では、調理流出物流れ１００は
一連の水噴霧１９５を通過し得る。噴霧１９５が十分に冷たい温度で噴霧室１９０に供給
される場合には、油脂は、流出物流れ１００において凝縮され、すなわち懸濁して現れ得
、そしてシステムから出て行く流れ１１０は比較的冷たく、きれいで、乾燥している。一
連の噴霧ノズル（図示していない）は、室１９０内へ冷水を噴霧し得る。噴霧１９５から
の逃げ部分は収集パン１９６Ａに集められ、そしてポンプ１９４Ａによって第２の噴霧ノ
ズル１９５Ａへ供給され得る。噴霧１９５Ａからの逃げ部分は収集パン１９６Ｂに集めら
れ、そしてポンプ１９４Ｂによって第３の噴霧ノズル１９５Ｂへ供給され得る。噴霧１９
５Ｂからの逃げ部分は収集パン１９６Ｃに集められ、そしてポンプ１９４Ｃによって第４
の噴霧ノズル１９５Ｃへ供給され得る。最終の逃げ部分は（上記の実施形態又は以下の別
の実施形態で記載するように）使用のためにドレン１４５に集められ、或いは捨てられ得
る。
【００３３】
　最も簡単な形態では、噴霧１５５の源は冷水供給源であり得る。この構成の一つの欠点
は、結果としての噴霧が凝固し易く、ドレンラインを塞いだり噴霧室１５０内を被覆し得
ることにある。洗浄剤、油脂を食べる微生物、その他の化合物を噴霧１５５に添加するこ
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とにより油脂の堆積の問題を実際に最少化するのに役立ち得る。ドレン１４５はまた、逃
げ水を排水するのに付加され得る。界面活性剤は、図１ｂを参照して説明したように室の
内部を洗浄するために噴霧に周期的に添加され得る。このシステムの一つの利点は、熱及
び油脂の最大量が、ノズルの構成の対向流効果によって最少量の水で調理流出物流れ１０
０から除去され得ることにある。
【００３４】
　図２ａには、自己清浄型熱交換器システムを示す。この実施形態では、油脂の満ちた流
出物流れ２００は空気・液体熱交換器２２０に入り、流出物流れは冷却され、清浄されて
、結果としてきれいな空気流れ２０５となる。この実施形態ではヒートポンプ２３０が利
用され、このヒートポンプ２３０は通常の動作においては、熱交換器２２０に対する冷却
ループを構成し得る。熱は、ヒートポンプから、高い入力温度を必要とする消費者の温水
ヒーター２５０のようなアプライアンス（器具）に接続した液体ループを介して戻され得
る。温水ヒーター２５０は又は皿洗い機、諸品温め装置、或いは業務用料理室で見ること
のできるその他のアプライアンスであってもよい。再生熱は本明細書に記載した任意の実
施形態において用いられ得る。再生熱はまた、湯沸し器に供給される飲料水や皿洗い用に
設けた水のような流体を予熱するために用いられ得る。
【００３５】
　ヒートポンプサイクルは、熱交換器表面から堆積した油脂を溶かすために用いられ得る
熱交換器２２０に一時的な加熱効果を付与するために逆にされ得る。一時的な加熱効果は
、煙の負荷が低いか又はゼロの時に用いられ得る。例えば、煙発生アプライアンスは、加
熱効果の適用を制御するのに用いられる信号指示電流又は見込み負荷を提供し得る。バッ
チ型のフライ調理器具のようなあるバッチ型アプライアンスは規則的なスケジュールで動
作し、それでヒートポンプ反転サイクルを自動化する制御は、一度仕事が決まれば正直な
制御課題である。殆どの油脂ろ過装置では、油脂収集システムが設けられる。それで図２
ａに関して考察した実施形態は、熱交換器（蒸発器／凝縮器コイル）から落ちる油脂を収
集するように構成した普通の油脂収集システムを備えている。
【００３６】
　上記に加えて、図２ａの実施形態では、反転（加熱）サイクル中に熱交換器から滴下し
ない油脂をなお除去するのを確実にするために、熱交換器を周期的に清浄する噴霧装置が
設けられ得る。これは、良好な熱伝達性能を確実にするのに役立つ。図２ｆ及び清浄を行
うための構成についての付随的説明参照。清浄サイクルは、また、タイマーに基いて又は
煙発生機器からの入力に基いて、非動作期間中に自動的に生じるように制御され得る。別
の代わりの実施形態では、空気・液体熱交換器２２０から温水ヒーター２５０へ熱を汲み
上げる代わりに、熱は、以下に説明する図２ｅの実施形態の場合のように、外気のような
ヒートシンクに戻され得る。さらに、空気・液体熱交換器は、さらに別の実施形態では、
冷媒ループの一部であり得る。
【００３７】
　非再循環型フードシステムの一部として、超小型のヒートポンプが好ましい。例えば、
米国特許第５，６１１，２１４号（本明細書に参照文献として全体が組み込まれる）に記
載されたような吸収型装置。かかるシステムは、熱源の煙道を熱に変換する熱源からの熱
を用いるか又はアプライアンスに取付けた熱交換器を用いて熱源から高温の熱を抽出し得
る。ヒートポンプはまた、煙発生アプライアンス以外の廃熱源のような熱源から高温の熱
を得ることもできる。例えば、熱はオーブン換気孔から収集され得る。
図２ｂには、デュアルループ熱交換器システムを示す。この実施形態は図１ａのものと同
様であるが、しかし冷却水の源は、新しい予加熱水を温水ヒーター又は貯蔵温水ヒーター
すなわち貯蔵タンク２５０へ供給する水の予熱装置である。図２ａの実施形態の場合のよ
うに、２５０で示す装置は、タンクなしの湯沸し器すなわち温水ヒーターと共に用いる予
熱型貯蔵タンクであり得る。中間の熱交換器２４０は汚染物質の漏出に対する防護手段の
付加的な層を構成している。液体・液体熱交換器は空気・液体熱交換器２２０と温水ヒー
ター又は貯蔵温水ヒーターすなわち貯蔵タンク２５０との間で熱を移送する。
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【００３８】
　流出物流れ２００は熱交換器２２０に入り、冷却され、清浄されて、きれいな流出物流
れ２０５となる。図２ｂの実施形態は、水温を上昇させるのに利用できる十分な熱がある
ときのみ、冷却水が汲み上げられるように制御され得る。熱は、温水タンクにおける熱交
換器に又は新鮮な水の入口ラインに運ばれ得、それでタンクは熱を加えながら充填される
。後者すなわち新鮮な水の入口ラインに運ばれる場合には、予測コントローラは、廃熱負
荷が大きく変動し得るので、煙道ガス２００からの熱が利用できるまで、タンクへの水の
付加を延ばすことで水を予熱するために最適化し得る。ある実施形態では、温水ヒーター
は瞬間温水型湯沸し器（タンクなし湯沸し器としても知られている）であり得る。この場
合、装置２５０は、単純には、水を一時的に貯蔵（及び予熱）して、できるだけ多くの予
熱を行うインライン絶縁型貯蔵タンクであり得る。後者の場合には、水が貯蔵される。冷
却した熱交換器の噴霧洗浄は本明細書に記載した他の実施形態の場合のように行われ得る
ことが認められる。中間の熱交換器２４０の代わりに、２２０で示す構成要素において新
鮮な水と煙道ガスとの間で熱交換するために単一二重壁熱交換器が設けられ得ることが認
められる。
【００３９】
　図２ｃには、液体・空気熱交換器の代わりに噴霧型排気冷却装置と組み合わせてヒート
ポンプを用いた、図２ａのものと同様な噴霧システムを示す。図２ｄには、液体・空気熱
交換器の代わりに噴霧型排気冷却装置と組み合わせて水予熱式ヒートポンプを用いた、図
２ｂのものと同様な噴霧システムを示す。噴霧室２３５からの流出物流れは、再び冷却す
べき熱交換器２４０へ戻して再循環される。他の実施形態の場合のように、界面活性剤は
、室の内部を洗浄するために噴霧に周期的に添加され得る。図２ｃ及び図２ｄの両実施形
態においては、出行ライン２４７及び戻りライン２４６が設けられる。その他の点に関し
ては、これら二つの実施形態は図２ａ及び図２ｂを参照してそれぞれ説明したものと同じ
である。
【００４０】
　図１ｇを参照すると、代わりの実施形態では、噴霧型クリーナー及び／又は熱交換器２
０４は、空調システムにおける予備フィルタとして普通に用いられる形式の金属メッシュ
又はスクリーンフィルタのようなフィルタ２０２と共に用いられる。かかるフィルタは公
知であり、種々の仕方で例えば曲がりくねった通路を形成する有孔シート金属の多数の層
によって構成される。水（又は水＋界面活性剤）は、フィルタを収容している室２０８内
に一つ以上のノズル２０６によって噴霧される。水は、熱を液体熱交換器（図示していな
い）へ移送した後回収され再循環されるか、或いは洗浄だけに適用される場合には捨てら
れる。
【００４１】
　室２０８は、室２０８内に噴霧された液体を収集する収集領域を画定している。収集し
た水は、ノズル２０６へ戻され得るか又は代わりの実施形態では捨てられ得る。好ましい
実施形態では、収集した水は、熱交換器へ通され、煙道ガスから液体に移された熱を回収
する。また、代わりに、好ましい実施形態では、図１ｇの噴霧型クリーナー及び／又は熱
交換器２０４は、短絡排気システムに使用され、煙道ガスは噴霧型クリーナー及び／又は
熱交換器２０４によって清浄され、そして以下の実施形態に示すように占有空間内へ戻さ
れる。
【００４２】
　図２ｅには自己清浄型熱交換器システムを示す。この実施形態において、油脂の満ちた
流出物流れ２００は熱交換器２２１に入り、冷却され、清浄されて処理済みの流出物流れ
２０５を生成する。熱交換器２２１を含む冷却ループはヒートポンプ２３０によって冷却
される。冷却ループは、熱交換器２２１の熱伝達面を冷却する。ヒートポンプ２３０は、
熱交換器２２１の熱伝達面の温度を水の凍結点にさせるように構成され得る。
【００４３】
　次に図２ｆを参照すると、熱交換器２２１の熱伝達面２３２（ｔｙｐ．）は、自動製氷
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機のようにそれらの熱伝達面上で水を凍結させるように構成される。低い負荷サイクル中
又は無負荷サイクル中に、噴霧２３４は熱交換器の熱伝達面２３２上に水を噴霧して熱伝
達面２３２上に氷の層を形成させ得る。氷面は、流出物流れを冷却させそして気体状有機
物質を凝縮させると共にエーロゾル油脂を吸引するための面として作用させるのに用いら
れ得る。
【００４４】
　熱伝達面２３２の冷たい面が冷たい十分な温度に維持される場合に、水は凍結のまま残
り、一方、熱い排気煙は熱交換器２２１を通過するが、これは本質的なものではない。氷
の目的は、熱伝達面２３２上に油脂が堆積するのを防護するシールドとして作用すること
にある。氷は融解され、そして調理プロセスサイクルのゼロ又は低い負荷部分中に再生さ
れ得る。融解プロセスは、ヒートポンプ２３０を反転することによって増大され得る。さ
らに、氷の融解サイクル中に、コントローラＸ２は界面活性剤Ｓを水噴霧に加えて、熱交
換器の熱伝達面２３２に付着する油脂を洗浄するのを助ける。
【００４５】
　ヒートポンプ２３０は、全ての氷を融解するのに十分な高い温度まで熱伝達面２３２を
加熱するようにコントローラＸ３によって制御され得る。そして、洗浄噴霧が加えられ、
そしてドレン２３７を介して排出され得る。ヒートポンプ２３０はさらに、面２３２から
凝固した油脂が融解するレベルまで面２３２を加熱し続けるように制御され得る。
【００４６】
　代わりの実施形態では、ヒートポンプ２３０は熱を一時的な湯又は温水貯蔵部へ戻し、
水道水を予熱し、そしてそれを貯蔵容器２３９に貯蔵する。コントローラＸ２は、氷、凝
固した油脂を融解し、また熱伝達面を洗浄するために、温水を加えるように制御弁Ｖを選
択的に制御し得る。この場合、ヒートポンプは反転モードで動作するのに必要であっても
必要でなくてもよい。
【００４７】
　このシステムの一つの欠点は、空気・液体熱交換器２２０が、表面に堆積した油脂を除
去するために周期的に清浄する必要があることにある。このシステムの利点は、ヒートポ
ンプ２３０が、存在する堆積した油脂を融解しそして排出し得る熱を熱交換器２２１へ供
給し得る反転サイクルにおいて運転できることにある。
【００４８】
　図３ａには、流出物流れを冷却しかつ油脂抽出装置３６０の油脂抽出性能を改善するた
めに油脂抽出装置と一体の熱交換器３５０を示している。油脂抽出部分すなわち油脂抽出
部分装置３６０の構成は、米国特許第４，８７２，８９２号（Ｖａｒｔｉａｉｎｅｎ等）
に記載の構成に従い、上記特許は参照文献として全体が本明細書に組み込まれる。フィル
タ部分３６０において、調理プロセスからの油脂を含んだ流出物流れは矢印３７０で示す
ように油脂抽出装置３６０に入る。流出物流れはフィルタ表面に接触して冷却される。さ
らに、表面上に凝固する油脂エーロゾルは再び共留される傾向があり得る。
【００４９】
　冷却及び清浄空気３８０は油脂抽出装置３６０の端部から出て行く。熱交換器３５０は
、冷却面温度を生じさせ得る油脂抽出装置３６０の背側に位置決めされ得る。熱交換器３
５０の冷却源は、水を利用し得る液体ライン、相変冷媒、又は別の冷却流体であり得る。
例としての動作温度は３３～３６°Ｆの範囲であり、この温度範囲では油脂及び水蒸気は
凝縮するが、水は凍結しない。
【００５０】
　図３ｂには、図３ａの熱交換器及び油脂抽出装置結合体の上面図を示す。調理プロセス
からの油脂を含んだ流出物流れ３７０は矢印３７０で示すように、油脂抽出装置３６０に
入る。熱伝達流体の通路３５３は、フィン３１５及び渦室３５１の背面３５４からの熱を
伝導する。流出物流れは、渦室３５１内のフィルタ面に接触して冷却する。
【００５１】
　図３ｃに示す油脂抽出装置では、抽出装置３６０の油脂抽出性能を高めるのに針状フィ
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ン３８５が用いられる。この実施形態では、３６０（図３ａ）で示したものをフィルタと
して通常構成したフィルタ３７５は、冷却媒体を搬送するヘッダー３６５に熱を伝達する
ヒートパイプ３８７を備えた針状フィン付き熱交換器３８６を備えている。流出物流れ３
７０はフィルタ３７５に入り、フィルタ壁及びフィンに収集する。清浄した流出物流れ３
８０は、図３ａ及び図３ｂのフィルタ実施形態と同様にしてフィルタ３７５から出て行く
。針状フィン付き熱交換器３８６は清浄するために周期的に外され得る。
【００５２】
　次に図３ｄを参照すると、渦型油脂フィルタ３８０と一体のフィン付き管熱交換器３９
５の実施形態が示されている。フィンは３８２で示す円筒状容積体として示され、円筒状
容積体はフィンによって集合的に占められた空間を示している。集合的に、フィンはブラ
シ状の熱伝達挿入体３９２を形成し、そしてヘッダー管３８４内へのびる中心に位置した
ヒートパイプ３８８へ／ヒートパイプ３８８から熱を伝達するように接続される。ヒート
パイプは、３８６で示すような曲がりくねった形状であり得、或いはヘッダー管３８４で
搬送される流体媒体へ熱を伝達するフィンのような別の形式の熱伝達拡大部を備え得る。
図示したように、各ヒートパイプ３８８は二つの熱伝達挿入体に接続されるが、しかし当
業者に明らかなように他の形態も可能である。クィック・コネクタ３９３、３９４は、３
９０で示すパイプ又は別のヘッダー管を接続するために設けられ得る。
【００５３】
　組立てるために、熱伝達挿入体３９２は渦室出口３９６内に摺動される。分解するため
には、熱伝達挿入体３９２は渦室出口３９６から抜き取られる。渦型油脂フィルタ３８０
は、適位置の熱伝達挿入体３９２から外され得る。ヘッダー管３８４を通って流れる熱伝
達媒体は低圧回路（及び例えそうでなくても）であり得るので、クィック・コネクタ３９
３、３９４は、圧力嵌めコネクタであり得る。さらに、全熱交換器ユニット３９５は多用
途使い捨てユニットとして構成され得る。
【００５４】
　次に、図３ｅ及び図３ｆを参照すると、熱交換器及び油脂フィルタ結合体４４０はジグ
ザグ型フィン４４４を備え、ジグザグ型フィン４４４は、流出物流れが図３ｆに示すよう
にフィルタ４４０を通って適切に運ばれる際に曲がりくねった通路を通ってフィンを横切
って動くように流出物流れを強制する。熱伝達流体はヘッダー４４１、４４２を通って分
配され、回収される。多数の熱伝達管４４６はヘッダー４４１、４４２を接続し、そして
フィン４４４を通って伝達することによって熱エネルギを受ける。フィルタ４４０は、ダ
クト構成要素又はシステムに設けられ得、ダクト構成要素又はシステムの少なくとも一部
は４５６で示され、それで、流出物流れはフィンを横切り、また液体沈殿物４５２はダク
ト４５６から収集される。特定の実施形態では、噴霧ノズル４４８は水又は水＋界面活性
剤をフィン４４４上に噴霧する。噴霧液体は回収され、熱伝達流体として用いられ、再循
環され或いは部分的に再循環され得る。フィルタ４４０の方向決め及びフィン４４４の特
殊な形状は、油脂４５２が収集領域に流れ得るようにされ得る。例えば、フィン４４４の
形状はトラフを画定し得、これらのトラフを通って油脂が移動し、またハウジング４４６
はさらに油脂の収集通路を画定し得る。
【００５５】
　図４ａには、熱交換器の上流で煙に満ちた空気及び気体を清浄するのに用いられ得る紫
外光線又はその他のオゾン発生装置の使用を示している。図４ａ～図４ｄに示す実施形態
は、熱交換器を清浄する、或いは熱交換器の表面に対する汚れた生成物の量を低減する機
構を備えている。これらの実施形態では、油脂を含んだ排気流れ４００はまず油脂抽出フ
ィルタ４２０を通り、それにより大きな粒状物は空気の流れから除去される。
【００５６】
　排気流れが主油脂抽出装置４２０を出て行った後、ＵＶ光線４３０に晒される。ＵＶ光
線４３０は好ましくは、熱交換器の表面に油脂が堆積するのを阻止する働きをし得る熱交
換器４１０の表面に向けられる。紫外線ランプは二つの広義のカテゴリー、すなわちオゾ
ン発生及び非オゾン発生において利用できる。オゾン発生ランプは、排気空気４００にお
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ける油脂分子と反応することにより油脂を他の化合物に酸化する利点をもたらし得る。オ
ゾン発生ランプを利用する一つの欠点は、オゾンを除去する必要があり得ることにある。
オゾンを除去するために用いられ得る方法については本明細書において後で説明する。
【００５７】
　図４ｂには、料理用コンロ、フライ料理器具、或いはグリルのような調理用器具上に油
脂抽出装置を使用する場合に、熱交換器を清浄に保つために紫外光線を使用することを示
している。図４ｂは前述の実施形態と同様であるが、システムには使い捨てフィルタ４４
０が付加される。この実施形態では、使い捨てフィルタ４４０は、油脂が熱交換器４１０
に達する前に油脂を抽出する手段として用いられ得る。ＵＶ光線４３０はこの実施形態で
は、使い捨てフィルタ４４０を清浄に保つために用いられ得、それにより使い捨てフィル
タ４４０の有効寿命は延ばされ、実際に紫外光線４３０を使用しないシステムのようにし
ばしば交換する必要はなくなる。
【００５８】
　図４ｃには、料理用コンロ、フライ料理器具、或いはグリルのような調理用器具上に油
脂抽出装置を使用する場合に、熱交換器を清浄に保つために紫外光線を使用することが示
されている。この実施形態では、調理プロセスからの油脂を含んだ空気４００は主油脂抽
出装置４２０に入り、この主油脂抽出装置４２０において、相当量の油脂粒子が空気の流
れから除去され得る。さらに、油脂抽出装置が十分に冷たい温度である場合には、油脂蒸
気の幾分かは油脂抽出装置４２０の表面に凝縮し得る。空気が油脂抽出装置４２０から出
て行った後、その空気は使い捨てフィルタ４４０でさらに清浄され得る。このフィルタは
紙、プラスチック又はその他の材料で作られ得る。使い捨てフィルタ４４０はさらに、Ｈ
ＥＰＡ種類（０．３マイクロンの粒子サイズで９９．９７％の粒状体除去効率をもつ）又
はＵＬＰＡフィルタ種類（０．１～０．２ミクロンの粒状体の９９．９９９％を除去する
ものとして分類される）のものであり得る。その結果、より清浄な空気の流れが空気・液
体熱交換器４１０に適用でき、熱伝達性能がよくなり、入って来る空気を冷却できること
になる。システムから出て行く空気の流れ４０５は入って来る空気の流れ４００より清浄
でありしかも冷たい。このシステムの一つの利点は、メンテナンスにあり、清浄コストは
、労務経費の低減のために使い捨てフィルタ４４０の使用を通して低減され得る。
【００５９】
　図４ｄには、排気システムの出口に用いて、料理用コンロ、フライ料理器具、或いはグ
リルのような調理用器具上に油脂抽出装置を使用する場合における周囲への放出物を低減
できる使い捨てフィルタの使用が示されている。この実施形態は、前述の実施形態と同様
な性能を有しているが、しかし、油脂抽出装置４２０及び熱交換器４１０が初期程度の清
浄化を行った後、さらに周囲への放出物を低減するのに用いられ得る。この実施形態では
、油脂を含んだ空気４００はシステムに入り、主油脂抽出装置４２０を通過する際に、空
気の流れから粒状物質が除去され得る。その後、空気は熱交換器４１０と接触して冷却さ
れ、空気の流れ中に残っている油脂の量はさらに低減され得る。最後に、空気の流れは使
い捨てフィルタ４４０に入り、この使い捨てフィルタ４４０は紙、プラスチック又はその
他の材料で作られ得る。システムから排出される空気４０５は、システムに入ってきた空
気４００より清浄でありしかも冷たい。
【００６０】
　図４ａ～図４ｄの実施形態では、また熱交換器構成要素４１０は本明細書に記載した熱
交換器の実施形態を表し得ることが認められる。
【００６１】
　図５ａには、捕捉性能を高めるために前方空気噴流５０５を利用し得る非換気型フード
を示す。米国特許第６，８５１，４２１号（フード構成の変形及び詳細について参考文献
として本明細書に全体が組み込まれる）参照。この実施形態では、内部ファン５００は、
調理用器具で生じた放出物をフード容器領域内に留まるようにさせる、フードの前方平面
に空気のカーテンを形成し得る垂直方向の噴流５０５を発生するのに用いられ得る。一つ
の優れた実施形態では、圧力フライ料理器具５６０からの煙はフードによって処理される
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。放出物は、器具を開けた際には器具の頂部からまた調理中には器具の後部に位置した換
気孔５７０から解放され得る。
【００６２】
　放出物が解放されると、それらの放出物は主油脂抽出装置５１０に入り、そして副油脂
抽出装置５２０に入っていく。その後、排気空気の流れは、周囲空間に放出した臭気の量
を低減し得る木炭型のフィルタ５２０に入り、そして排気カラー装置５８０で終端してい
る排気ファン５４０を通る。熱交換器５３０は排気を冷却するために設けられ得る。非換
気フードの利点は、調理生成物を外部へ換気するのに外部ダクト配管が必要でないことに
ある。排気ファン５４０は煙を吸引し、そして出口５８０から処理済の煙を排気する。
【００６３】
　コントローラＸ４は、周囲温度に応じて、熱交換器への冷却媒体の流れを制御し得る。
正の空間空調熱負荷の周期中には排気から熱を回収するのが望ましく、それでコントロー
ラＸ４はサーモスタットとして作動し、熱交換器５３０が熱を除去するように作動するか
どうかを決めるためポンプ５３２を制御する。コントローラＸ４は、他の形式の熱交換器
及びここで説明した冷却装置を制御し得る。
【００６４】
　フライ料理器具５６０は圧力カバー５６１を備え、圧力カバー５６１は、一回分の食料
品が調理されることになる場合に周期的に閉じられる。負荷の輪郭は、一回分を調理した
後カバー５６１が開かれる時のパルスと、調理サイクルの終端に向って先細と成る調理中
の平滑に変化する負荷と、フライ料理器具が開かれて調理していない時の休止負荷とから
成っている。調理器具には、調理器具の形態に基いて調理サイクルの段階を検出するため
にインターロック５７４が取付けられ得る。コントローラ（別個には示されていない）は
、インターロックからの状態信号及び外部クロックを用いて調理サイクルにおけるポイン
トを決め、来るべきろ過要求を予測し従って清浄化システムを制御するように構成され得
る。例えば、図２ｅ及び図２ｆの実施形態を参照して説明したように氷の除去及び作成は
、それぞれ調理器具の状態信号に応じてコントローラに応答して低負荷期間中に行われ得
る。たとえば、調理器具の状態信号は、料理器具の圧力カバー５６１の位置、カバーロッ
ク、油の温度、燃料消費率、調理器具の主なコントローラ（例えばバッチの開始、保温、
休止など）を表し得る。図５ｂは、図５ａの実施形態の正面図である。これから斜めに、
フード内に上方に向けられる側部噴流５０８が見える。
【００６５】
　図５ｃには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に使用し
た際のシステムの油脂除去性能を改善できる非換気フードの排気空気流速を変えるのに用
いられ得る制御アルゴリズムを示している。段階Ｓ１０においては、器具の状態が得られ
る。器具の状態は総体負荷（燃料消費率、排気煙温度、初期のブリーチに基いて予測した
パラメータ－２００５年３月２８日出願の米国特許出願第１０／９０７，３００号（本明
細書に参照文献として全体が組み込まれる）参照－或いは任意の他の予測子又は指示子で
あり得る）を含み得る。段階Ｓ１５においては、コントローラは排気速度を増大する必要
があるか或いは減速できるかどうかを決め、そして段階Ｓ２０、Ｓ２５においては、対応
した制御、この場合ファン速度が作動される。この制御アルゴリズムによれば、器具から
の信号は、器具が食品を調理している（油脂の生成と同期し得る）か、又は非調理状態に
あるかを決めるのに用いられ得る。器具の状態が調理中であると決まると、ファン速度は
、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に生成され得る流出物
を捕捉する用に増加され得る。
【００６６】
　この制御アルゴリズムの利点としては、休止状態中にはファンが低い動作速度で運転で
きるので、エネルギの節約になり得る。付加的な利点としては、油脂抽出除去効率が、器
具によって最高の油脂放出が解放される際に関連し得る比較的高い空気の流れで増加し得
ることにある。
【００６７】
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　図６ａには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に生成し
た流出物の除去を高めるために設け得る多段の油脂抽出を行う手段を示している。この実
施形態では、調理プロセスからの油脂を含んだ空気６００は、主油脂抽出装置６０５に入
り、この主油脂抽出装置６０５において、相当量の油脂粒状体が空気の流れから除去され
得る。油脂を含んだ空気６００は、一連の副油脂抽出フィルタ６１０に入り、これらの副
油脂抽出フィルタ６１０の数は、一つのフィルタ段から多くのフィルタ段まで変わり得る
。これらの副油脂抽出フィルタ６１０は、排気空気の流れから多くの油脂粒子を除去でき
、また実際に設けても設けなくてもよい。排気空気は紫外光線室６１５に入り、この室で
油脂は、紫外線ランプで発生され得る紫外光線とオゾンとの両方に化学的に反応し得る。
油脂を含んだ空気６００は、ＨＥＰＡ級フィルタ６２０のろ過段に入り、微細な粒子が排
気空気の流れから除去できる。このろ過段はまた、ＵＬＰＡ級フィルタのような効率のよ
り高い粒子除去材料で作製され得る。油脂を含んだ空気６００は、噴霧室６２５に入り、
噴霧ノズル（図示していない）は冷たい液体を噴霧し、その結果、油脂粒子及び蒸気は空
気の流れから洗浄され又は凝縮されることになる。噴霧システムの一つの欠点は、噴霧室
６２５に堆積した油脂を除去できる洗浄剤又はその他の添加剤を添加する必要があること
にある。油脂を含んだ空気６００は、低温熱交換器６３０を通って又はそのまわりに迂回
され、低温熱交換器６３０は、油脂を含んだ空気６００の露点温度より低い場合に、油脂
粒子及び蒸気を凝縮し得る。油脂を含んだ空気６００は炭素ベースのフィルタ６３５へ通
され、このフィルタ６３５は周囲空間に放出した臭気のレベルを下げ得る木炭の種類のも
のであり得る。
【００６８】
　さらに、図示実施形態は、所与調理器具の動作に対して最適な油脂除去作用を達成する
ために、単独で或いは任意に組み合わせて用いられ得る。システムから出て行く空気は、
入ってくる油脂を含んだ空気６００より清浄であり、低温であり、また乾燥している。
【００６９】
　図６ｂには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に生成し
た流出物の除去を高めるために油脂除去及び収集装置として使用した排気ファンを示して
いる。油脂を含んだ空気（この図面には示されていない）は横からファンケージ６４０に
入る。ファンモータ（図示していない）がファンケージ６４０を回転すると、油脂はケー
ジ６４０から接線方向に放り込まれて、ファンシュラウド６５５の側部に当たる。ファン
シュラウドの内側に堆積する油脂は油脂ドレン６６０に垂れ落ちてそこに集められ得る。
システムから出て行く空気６５０は、入って来る油脂を含んだ空気より清浄であり得る。
【００７０】
　図６ｃには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に生成し
た流出物の除去を高めるために油脂除去及び収集装置として使用した排気ファンの側面図
を示している。油脂を含んだ空気６００はファンケージ６４０に入る。ファンモータ６７
０が軸６４５のまわりでファンケージを回転する際に、油脂はファンケージから放り出さ
れてファンシュラウド壁６５５に当たる。油脂はファンハウジングの底部に流れ落ち、油
脂ドレン６６０に収集され、この油脂ドレンは油脂の流出物を促進させるために傾斜して
いる。システムから出て行く空気６５０は、入って来る油脂を含んだ空気より清浄であり
得る。
【００７１】
　図７ａには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に使用し
た時に、紫外線ランプからの設定レベルのオゾン生成を維持するフィードバック制御シス
テムを示している。この実施形態では、排煙７００は、紫外線ランプを備えた室７１５に
入る。ランプがオゾンを発生する場合には、閾値レベルのオゾン放出を維持する制御シス
テムが望ましい。この制御アルゴリズムでは、空気の流れ７００中に存在するオゾンのレ
ベルを検知するオゾンモニター７０５が用いられ得る。オゾンレベルは、排気システムに
おけるオゾンの検出可能でしかも低いレベルを維持するようにコントローラ７１６によっ
て調整される。システムは好ましくは、周囲の状態に対してオゾンの最大予定レベルを維
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持するように構成される。
【００７２】
　図７ｂには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に使用し
た時に、紫外線、オゾン発生ランプのような源から前に発生したオゾンを破壊できる殺菌
紫外線ランプの使用を示している。この実施形態では、油脂を含んだ空気７００は紫外線
、オゾン発生ランプ７１５にさらされ、油脂と反応し、油脂の幾分かが酸化し得る。大気
又は屋内空間へ過剰のオゾンを放出することは望ましくない。過剰のオゾンを軽減するた
めに、オゾンを発生しない種類の殺菌紫外線ランプが室７２０内に収容され得、過剰のオ
ゾンを破壊するのに用いられ得る。出て行く空気の流れにはオゾンは殆んど含まれてない
か又は全く含まれてないようにすることができる。
【００７３】
　図７ｃには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に発生し
た流出物にさらされた使用した時に、油脂で被覆され得る熱交換器を清浄する手段を示し
ている。この実施形態では、調理器具で発生した形式のものであり得る油脂を含んだ空気
７００は、排気空気の流れ中に存在する時には熱交換器７４０を覆い得る。熱交換器７４
０の表面に堆積し得るあらゆる油脂を破壊するのに殺菌ランプが使用され得る。このシス
テムの一つの利点は、いかなるオゾン放出物も発生しないモデルにおいて殺菌紫外線ラン
プが利用できることにあり、このことは、この形式のランプではオゾン軽減が必要でない
ことを意味している。
【００７４】
　図７ｄには、料理用コンロ、フライ料理器具、又はグリルのような調理器具上に用いた
システムに設けた場合に油脂除去装置として用いられ得る騒音減衰装置を示している。こ
の実施形態では、油脂を含んだ空気７００は、種々の量の粒状物質を除去し得る油脂抽出
装置７６５を通過する。排気ファン７７０は空気を排気するのに用いられ得る。騒音減衰
装置７７５は排気ファン７７０の後方に設けられ、雰囲気空間に存在している騒音レベル
を低減する。騒音減衰装置７７５はさらに、空気の流れから付加的なレベルの油脂を除去
するろ過の最終段として用いられ得る。騒音減衰装置７７５の領域が排気ファン７７０の
出口より大きい場合には、単独で用いた排気ファン７７０に対して騒音減衰装置７７５を
通る速度の低下により騒音はさらに低減され得る。
【００７５】
　図８ａ及び図８ｃを参照すると、モジュラー壁ユニット８０１は、ダクト部分８５４、
電気部分８５８及び配管部分８５６を収容している。ダクト部分８５４は、隣接したモジ
ュラー壁ユニット８０１間にのびる連続したプレナム（充気）室を構成し得る。フィルタ
モジュール８６７は油脂フィルタカートリッジ８５２を保持し、複数のグライド（そのう
ちの一つを８５０で示す）に滑り込んだりグライドから滑り出したりする。フィルタモジ
ュール８６７は、清浄のためにフィルタカートリッジ８５２を外すことができる。排気カ
ラー８６６を介してダクト部分８５４の内部プレナムに取付けられた部分は、フィルタ及
びフィルタモジュール８６７の頂部における開口８５３を通って煙を引き込む。フィルタ
モジュール８６７はまた小さなプレナム部分８６４を備え、この小さなプレナム部分８６
４はミニフード８７０に導管８７１を接続し、導管８７１は、フィルタカートリッジ８５
２内に吸引されるものの幾分かを導管８７１へ導き、空気及び煙を入口８６２へ引き込む
。こうして空気及び煙は入口８６２内へ引き込まれ、シェルフ８６８に収まるように設け
られ得る８６３で示す空間においてアプライアンス（器具）を分離するようにしている。
シェルフ８６８は、シェルフ８６８の下方に配置したアプライアンスからフィルタ入口８
６９内へ煙を通す平頭型フードとして機能し得る。このようにして保護されるアプライア
ンスの例として図８ｄ、図９ａ及び図９ｂ参照。
【００７６】
　電気部分８５８には、モジュラー壁ユニット８０１内の電気サービスが、隣接した壁ユ
ニット８０１の電気部分８５８におけるサービス構成要素を相互に接続するコネクタ８４
０と共に設けられている。サービスには、分枝配線（図示していない）、アプライアンス
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用の電気差込口８７５及び隣接壁ユニット８０１に対する又は一連の相互接続した壁ユニ
ット８０１を主電源に接続するサービス電源（図示していない）に対するコネクタ８４０
が含まれ得る。
【００７７】
　電気部分８５８と同様にして、配管部分８５６には、相互接続部、上水及びドレン用の
供給端子、並びに隣接した壁ユニット８０１及び一連の相互に接続した壁ユニット８０１
の衛生（防臭）部（図示していない）を主供給部及び／又は主ドレンに相互に接続するコ
ネクタ８４１が設けられている。例えばガス器具へ供給するため燃料供給の配管も設けら
れ得る。また火炎止め水または液体も考慮されている。
【００７８】
　配管部分８５６及び電気部分８５８は、排水又は水以外の流体の分配又はドレンと共に
制御システムのセンサーの端子及び相互接続部に電気信号を供給できることが認められる
。例えば、油脂のドレンも設けられ得、界面活性剤又は洗浄剤分配も設けられ、及び／又
は火炎止め化学薬品供給部も設けられ得る。
【００７９】
　次に図８ｂを参照すると、フィルタモジュール８５１、８５３の形式及びそれらの設け
られる場所は、カバーすべき器具の特定の組合せに合うように変えられ得る。一つの形式
のフィルタモジュールは器具フード８９２と共動するように構成され得、器具フード８９
２はモジュラ壁８０１のダクト部分８５４に取付けできるように構成され得る。図８ｂに
おいて、フィルタモジュール８５１、８５３のスライド部８５５の位置は、図８ａの対応
する位置より高い位置に配置される。
【００８０】
　８５１で示すフィルタモジュールの実施形態は調整可能なダンパーパネル８４８を備え
ており、この調整可能なダンパーパネル８４８は矢印８４６で示すように上下に回動でき
、フィルタモジュール８５１を通る流れを絞り、それにより一連のモジュラー壁ユニット
８０３に割り当てる多数の排気モジュールを平衡させるようにしている。ダンパーパネル
８４８は、一実施形態では、自動化され得る。
【００８１】
　８７７で示す典型的なもの様な点線は、構成要素をモジュラー壁ユニット８０３にどの
ように取付けできるかを示していることが認められる。また、モジュラー壁ユニット８０
１、８０３は、可動な、取外し可能な及び／又は交換可能なパネル８３８ａ、８３８ｂ及
び／又は８３８ｃを備えて構成され、電気接続部のような構成要素にアクセスできる又は
ダクトの開口を形成するようにしている。
【００８２】
　次に図８ｄを参照すると、モジュラー壁８００の斜視図には、付加できる器具及び構成
要素の構成を示している。この実施形態では、レンジ８１２、オーブン及び／又はフライ
料理器具８１０、及びグリル８０８は、図８ａ及び図８ｂにおけるシェルフ８６８を参照
して記載したような平頭型フードとして二重に使用するシェルフ８０４の下方に位置して
いる。図８ｄに部分的にまた図８ｅにより良く見られ得るように、シェルフ８０４は平滑
な曲表面８０４Ａ（図８ｅの短いシェルフの実施形態では８０４Ｂ）を備えることができ
、煙捕捉装置として機能するようにし、また該表面に形成し得る油脂膜を容易に清浄でき
るようにしている。
【００８３】
　煙は、前述の実施形態を参照して説明したフィルタ入口８６９内へ引き込まれように案
内される。煙は、フード部分８５４を通って流れ、またこの実施形態では、紫外線処理部
分８１１を通って流れ、フード部分８５４の一部分は、サービス引出し８０９を含むモジ
ュールとして引き出して示されている。煙を引き込むのに必要な部分は、排気カラー８０
２を介して排気システム（図示していない）への接続部で形成される。図８ｄにはまた、
電気端子８２２及び配管コネクタ８１４が示されている。特には示していないが、モジュ
ラー壁８００は、図８ｃに示しかつ図８ｃを参照して説明したように互いに接続される任
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意の数の水平セグメントから成り得る。
【００８４】
　図９ａ及び図９ｂには、図８ａ～図８ｄのモジュラー壁システムの二面型実施形態及び
単一面型実施形態をそれぞれ示し、両面における器具９０４を保護している。図９ａには
、二重モジュラー壁の両面から二重ダクト部分８５４Ａの内部を形成している共通のプレ
ナム９２２内へ煙９０８がどのように流れることができるかが見られ得る。またこの図面
に見られるように、紫外光線処理モジュール９２８及び排気カラー８５６Ａが見られ得る
。排気カラー８５６Ａは隣接したモジュラー壁ユニット（図８ｃに並置して示されている
）のサブセット（例えば、一つ）に設けけられ得ることが分かる。また、この図面には、
ミニフード８６２Ａ、火炎止め端部９１２、９１８及び平頭型フード９１６に対する吸込
み口が示されている。また二重フィルタモジュール９２０も示されている。
【００８５】
　換気空気は、９０２の噴流で示されるように、フードの前方において作業者の付近に吹
き込まれ得る。この実施形態では、直ぐ上に天井ファン８５３が示されているが、これは
例示のためのものであり、具体的な構成では、しばしば配管及び接続部又は構成空気の共
通供給部が設けられる。換気空気噴流９０２は、好ましくは、新鮮なろ過した或いは外気
であり、そして清浄な吸気可能な領域を形成するように器具９０４の前方の領域９０８内
へ吹き込まれる。排気システムによって全ての汚染物質のない煙は、領域９０８から離れ
て流れる傾向があり、このことは、作業者の付近の空気が汚されないことを保証する利点
がもたらす。ミニフード８６２なしのシェルフは９１０で示されている。
【００８６】
　図９ｂに示す単一面型モジュラー壁において、一面における器具９０５は保護される。
図９ｂの要素は、殆んどの部分について他で説明する。実施形態におけるフィルタモジュ
ール９４０は単一フィルタカートリッジを備えている。壁には、ダクト部分８５４Ｂ、電
気部分８５８Ｂ及び配管部分８５６Ｂが設けられている。
【００８７】
　付加的な部分及び端子は、有線データルーティング及び下水ドレン用のサービスを構成
し得る。ある実施形態では、例えばバスを規定するケーブル配線によって構成したデータ
ルーティングは電気部分に含まれる。センサーに対する接続部、コントロールとセンサー
と通信構成要素と一体化したアプライアンス（器具）、端部エフェクター並びにその他の
コントローラ及び／又は埋め込みシステムは、電気接続部について説明したものと同様に
して設けられ得る。例えば、標準型の端子がデータルーティング配線に接続できる。
【００８８】
　別の実施形態では、データルーティングは、各形式の部分における一体の低価格配線に
よって行われる。下水ドレンはそれ自体の形式のモジュールに設けられるか或いは配管モ
ジュールと組み合わされ得る。接続は、配管接続に関して本質的に上記で説明したような
仕方で行われ得る。
【００８９】
　それぞれの部分に電気、ガス及び配管などを設けている実施形態について説明してきた
が、あらゆる形式のチャンネルを包囲するサービス分配ダクトにこれらのサービスを設け
ることが可能である。好ましくは、排気流れの容積が大きい場合には、排気は罹る分配ダ
クトの外部で行われる。
【００９０】
　また、上記のモジュラー壁の実施形態は単一形式の排気回路網を備えているが、ある実
施形態ではモジュラー壁には、高温及び低温排気のための別個の排気回路網が設けられる
。例えば、ある実施形態では、燃料燃焼型フライ料理器具からの燃焼煙は高温排気回路網
によって搬送され、一方フライ料理器具の上方に設けたフードからの低温排気は低温回路
網によって搬送される。高温排気回路網と低温排気回路網とを分離することにより、高温
排気回路網からの熱は抽出されて、排気流れが混合される場合より一層有効に使用され得
る。例えば、高温排気回路網からの高温熱は、飲料水を予熱したり、冬季における構成空
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気を直接調整したりするために用いられ得る。低温回路網からの熱は、上述のようにヒー
トポンプ温水ヒーター用の熱源として或いは熱源の一部として用いられ得る。
【００９１】
　図９ｃ及び図９ｄには、それぞれ内部の特徴及び外部の特徴を示す本質的に上述のよう
なモジュラー壁システム用の三つの壁モジュールを示している。図示された三つのモジュ
ールは、低温排気ダクト８９６と高温排気ダクト８９４と周囲の外気ダクト８９８とを設
けたダクト配管モジュール８８２を備えている。各ダクト８９４、８９６、８９８は、カ
ラー（鍔）８８５を備えており、カラー８８５は、隣接したモジュールへ流れを搬送する
ように整列したダクトの端部８８５のような整合端部に接続するのに用いられ得る。８８
７で示されるような取外し可能なブランクは、モジュール８８２におけるブランク７９８
を介して、排気フード、新鮮な燃焼空気を必要とするかまど装置、かまど煙道のような高
温排気系、新鮮な空気を必要とするエアーカーテンなどのような外部器具に、ダクト８９
４、８９６、８９８を接続できるように設けられ得る。
【００９２】
　三つのモジュールはまた、例えばデータチャンネル７８２、給電部７７８および給水部
７７６を含み得るその他のサービスを備えるサービスモジュール８８８を有している。デ
ータチャンネル７８２はコネクタ７７６（この番号は給水部を表すのにも用いられている
）を備え、このコネクタは外部インターフェースモジュール７９６にインターフェースし
、外部インターフェースモジュール７９６は、器具、センサー、コントローラ、データ端
子などのような機器に接続され得る。給電部７７８はコネクタを備え、このコネクタは、
電気ユーティリティボックス及び差込口を含み得る外部インターフェースモジュール７９
４とインターフェースする。給水部７７６はコネクタ７７２を備え、このコネクタ７７２
は、外部器具又は蛇口のような端部装置に接続できる。取外し可能なブランク（７９２で
示されている）で一時的に保護した締切部７９２を介して接続配管が延び得る。
【００９３】
　例えば７６８、７５８で示すように、データチャンネル７８２、給電部７７８及び給水
部７７６の柔軟な部分が示されている。各柔軟な部分は、隣接したモジュール（図示して
いない）の構成要素と接続する相応した嵌合コネクタを備えている。柔軟な部分の柔軟性
により、モジュールを互いに密接させて配置できるように接続を行うことができる。嵌合
コネクタを備えた柔軟な部分は、隣接した装置間でなされ得る接続の一つの方法を例示し
ているが、他の方法を用いてもよく、例えばモジュールの隣接する部分で開放可能なパネ
ル（図示していない）を設けて、緩く保持したデータチャンネル７８２、給電部７７８、
及び給水部７７６を蜜に隣接した関係でモジュールと相互に接続できるようにしてもよい
。
【００９４】
　データチャンネル７８２、給電部７７８、及び給水部７７６が特殊なモジュール８８８
で接続することなしに、隣接したデータチャンネル７８２、給電部７７８、及び給水部７
７６にサービスを搬送できるように、コネクタ７７２、７７６、７７４は所与モジュール
において用いても用いなくもできることが考えられる。
【００９５】
　データチャンネル７８２、給電部７７８、及び給水部７７６の各々が一つずつ例示され
ているが、各々一つ以上設けることが可能である。さらに、その他のサービスに適当なコ
ネクタを設けることができる。例えば、種々の温度での液体伝達媒体は、熱交換器にイン
ターフェースするために設けた適当なチャンネル及びコネクタを通って搬送され得る。こ
れらは、熱又は冷却体を供給するための、或いは熱又は冷却体を回収及び／又は輸送する
ための熱い及び冷たい熱伝達媒体を備え得る。
【００９６】
　同様に、ドレンモジュール８８６は、柔軟な部分７５６及びコネクタ７５４を備えた一
つ以上のドレンサービス導管７５７を有している。一つ以上の取外し可能なブランク７９
６はコネクタ７５９に対するアクセスを構成している。ドレンモジュールは、シンク、皿
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洗い機、排気フードの油脂清浄構成要素などのような装置のサービスを構成している。
【００９７】
　図１０を参照すると、バーナー、グリルなどのような少なくとも幾つかの熱及び煙発生
調理構成要素１１３０を有する調理器具１１１０の配列は可動囲い部材１１０５／１１０
６で保護される。二つの囲い部材１１０５は閉じた状態で示され、また囲い部材１１０６
は開いた状態で示されている。１１０６で示す開いた状態において、料理人１１００はア
クセスできる。囲い部材は、温度許容（耐熱）プラスチック又はガラスのような透明な材
料から成り得る。好ましくは、かかる材料は、調理器具１１１０及び調理構成要素１１３
０を取巻く占有空間１１５０への熱損失を低減するように赤外線に対して不透過性である
。開いた状態では、囲い部材１１０６は、輻射熱から料理人１１００の顔を保護するよう
に料理人１１００の視線において部分的に介在するような形状に構成され得る。これは以
下に説明する別の図面により良く見ることができる。
【００９８】
　囲い部材は、閉じた時に調理／熱源１１３０を実質的に又は十分に覆って、空調した空
間１１５０に対して対流及び放射熱損失を低減する。囲い部材１１０５／１１０６はアク
セスできるように選択的に持ち上げられ得る。各可動囲い部材は、二つの隣接した囲い部
材の一方１１０６が開放され、他方の囲い部材１１０５が閉じられたままである場合に、
開いた側方部領を介して熱が損失しないのを保証する側方部分１１４５を有し得る。従っ
て、各囲い部材　１１０５／１１０６は、隣接した器具１１１０の熱源を絶縁する十分に
包囲したカバーを画定し得る。かかる絶縁によって、グリルからの重い油脂煙がバーナー
に広がる場合や調理物がソテーである場合のような交差汚染も防止される。
【００９９】
　囲い部材１１０５が閉じられると、汚染物質の完全な包囲を保証しながら、排気容量は
最少となり得る。これにより、従事している人と調理汚染物質と完全な分離が保証される
。さらに、料理及び占有空間におけるその他の活性物質で発生した汚染物質による食品の
汚染を防止する。１１０６のような囲い部材　が開放されると、（例えば、乱流洗浄のた
めに）煙が大きな開放領域から逃げていく傾向を補償するように排気の容量は増大され得
、それにより汚染物質が逃げていかないのを保証するようにしている。排気の容量は、囲
い部材１１０５／１１０６自体が排気流れを調整して閉じた時には排気の容量を低減しま
た開いた時には排気の容量を増大するように一定の低い負圧を発生することによって調整
され得る。代わりに、開閉を検出して、それにより排気の容量を調整するようにしてもよ
い。
【０１００】
　ある実施形態では、囲い部材は、例えば、ハンバーガーを裏返すようなある規則的な調
整を行わなければならない前のある時間経過後に、囲い部材　を開くように設定したタイ
マー又は近接センサーによって自動的に制御される。さらに他の代わりのものとしては、
放射温度を感知するような囲い部材を上昇させるモータのセンサー作動を含む。他の実施
形態では、囲い部材は手動で制御される。囲い部材は、容易に作動させるようにバネ補償
され得、或いは手動で作動するモータが設けられ得る。
【０１０１】
　上記の仕方で、囲い部材１１０５が閉じている部分を通る流れは最少又はゼロ空気流れ
に低減され得、一方、囲い部材１１０６が開いている部分を通る空気の流れは増加でき、
これらの部分に対する熱及び汚染物質を十分に除去できる。囲い部材が閉じた状態１１０
５にある時に、囲い部材は、料理人１１００が調理／熱源出発生した熱、煙、又はその他
の汚染物質にさらされるのを保護する。囲い部材１１０５／１１０６はまた、調理器具／
熱源１１３０からの料理室空間への放射線負荷を減少し、その結果比較的冷えた空間温度
となる。これらの比較的冷えた温度は、料理人１１００にとって比較的高いレベルの快適
さが得られ、それにより生産性を高め、レストランの利益を最大化する。
【０１０２】
　さらに、囲い部材１１０５を閉じることによって、調理器具／熱源１１３０で行われる
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調理の形式は変えられ得る。これの例としては、囲い部材が開かれている時１１０６には
鉄板（フライパン）として動作し、また囲い部材が閉じられている時１１０５には囲い部
材１１０５の頂部及び側方部分１１４５によって画定した包囲領域内に調理で発生した全
ての蒸気をトラップすることにより蒸し器又は圧力調理器具として動作する調理器具／熱
源がある。空気の流れは、フィルタ１１２５及びプレナム部分１１１５を介して並びにユ
ニットの側部、後部又は頂部に位置した排気ダクト１１２０を介して排気されることによ
り除去される。各モジュールはそれ自体の排気プレナム１１１５及びダクト１１２０を備
え得、或いはこれらモジュールは単一プレナム１１１５及びダクト１１２０或いはそれら
の任意の組合せ体に組合せられ得る。調理器具／熱源１１３０領域の下側にはオーブンの
ような他の器具１１１０が組み込まれ得るか、或いはこの領域は貯蔵のために用いられ得
る。
【０１０３】
　プレナムは、熱交換器、モジュラー調理構成要素の交換用のダクトカップリング、深層
装荷（ｄｅｐｔｈ－ｌｏａｄｉｎｇ）フィルタ、静電集塵機、紫外線ランプ或いは他の形
式のオゾン発生装置を収容し得る。好ましい実施形態では、熱は、例えばガス加熱型オー
ブン又はフライ料理器具によって放出され得るような高温煙から回収される。ある煙流で
は油脂煙が運ばれ得る。好ましくは、かかる煙は紫外線ランプで処理されて、ランプで発
生したオゾンを用いて長鎖有機分子を破壊することによってべとべとした煙粒子を灰に変
換する。かかる処理により、過剰な不快な問題なしに熱交換器を使用できる。
【０１０４】
　紫外線ランプが用いられる場合には、それらのランプで発生したオゾンはまた調理面を
滅菌するのにも用いられ得る。例えば、空気の流れは夜間に反転され、囲い部材が開いた
状態にある場合１１０６に、ダクト１１２０からカノピー内の空間へ或いはその周囲の調
理室空間内へオゾンを含んだ空気を流れさせる。これは、夜間や施設がクローズされてい
る時のような人が存在していない間に、料理室空間を殺菌する効果をもたらし得る。囲い
部材１１０５が閉じた状態にある場合には、紫外線ランプは点灯され得、殺菌し調理器具
／熱源１１３０からの油脂を清浄する。なお別の代わりの実施形態では、フィルタ収容面
は、紫外光線が発生オゾンをランプから離れる方向へ逃れさせるように自動的に下げられ
得る。
【０１０５】
　囲い部材はまた、火炎を取り扱うのと同様に熱源の近くに処理を集中させることによっ
て火炎抑止機器の有効性を高め得る。火炎抑止システムが化合物又は水噴霧のように囲い
部材の内部空間内に設けられる場合に、囲い部材は火炎の近くに火炎反応抑制物質を集中
させ得る。囲い部材内の火災反応抑制物質は、油脂抽出フィルタ１１２５上に又は囲い部
材１１０５／１１０６の内部空間内のある他の位置に配置され得る。反応抑制物質システ
ムの動作の一部として、開いている囲い部材１１０６は１１０６で示すように自動的に閉
じられ得る。
【０１０６】
　図１１ａ及び図１１ｂを参照すると、一つの実施形態の横断面図には、囲い部材１２０
０がそれぞれ１２００で示す閉じた状態及び１２１５で示す開いた状態で示されている。
本実施形態においては、囲い部材はヒンジ１２１０のまわりで回転して囲い部材１２００
を開閉させる。平坦な下方部分１２２５は、熱放射を阻止するために料理人１１００（図
１１ａ及び図１１ｂで１００で表されている）の視線に留まっている。この平坦さは屈折
により視界が歪むのを避けるのに役立つ。上方部分１２２６、また１２３５で示すように
、供給空気は後方プレナム１２３６を通って搬送され、料理人１１００に向って流れるよ
うにされ得る。図示していないが、排気及び供給流れは１２３６で示すハウジング内の別
個のプレナムによって供給され得る。囲い部材１２００／１２１５を開閉するのにハンド
ルが設けられ得る。
【０１０７】
　図１２ａ及び図１２ｂを参照すると、異なる実施形態の横断面図が示され、囲い部材１
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２００が開いている際に、空気の流れの需要を低減するのに空気の噴流１２４６が用いら
れる。空気は、ペレナムハウジング１２３６の供給空気部分に通され、そして回転プレナ
ム１２２０を介して放出される。囲い部材　が閉じた状態１２２５にある場合には、プレ
ナム１２２０は回転され、それで噴流１２１６は、この実施形態では単純に湾曲した面で
ある囲い部材１２２５の内面に対して接線方向に囲い部材の内面に沿って向けられる。噴
流１２１６は、閉じた状態に油脂又はその他の物質から囲い部材　カバー１２２５を清浄
に保つことを含む幾つかの利点をもたらし得る。また噴流は、囲い部材　が非常熱くなる
のを防ぎ、それにより皮膚の焼けるのが避けられる。開いた状態では、噴流の方向は、１
２４６で示すように、封じ込めにより乱流煙の吹き出しを捕捉し、そして排気流れ中に案
内する位置へ変えられ、それにより煙及びその他の汚染物質の捕捉及び封じ込めを保証す
るようにしている。
【０１０８】
　図１３ａ及び図１３ｂを参照すると、囲い部材１２５０の別の実施形態の横断面図が示
され、囲い部材の全体は閉じた位置１２５５と開いた位置１２５０との間で回転する。手
動の機械的実施形態では、囲い部材１２５５／１２５０の重さはバネ１２６０を用いて補
償され得、或いはモータで作動され得る（バネ１２６０は線形アクチュエータに代えられ
る）。作動の手段は限定されない。例示したバネ１２６０は、線形モータ、空気圧手段、
液圧手段、釣合い重り、又は同様な機構によって置き代えられるか又はこれらの手段を備
え得る。
【０１０９】
　図１４ａ及び図１４ｂを参照すると、囲い部材の前方部分が図示したように調理領域内
に折畳む二つ折り前方要素１３０３／１３０４を形成する実施形態の横断面図が示されて
いる。前方部分は１３０４で開いた状態に折畳まれて示され、また１３０３で閉じた状態
に折畳まれないで示されている。この実施形態では、閉じた囲い部材１３００はヒンジ付
き部分で１３０５で示す水平位置に折畳む。開閉はレバー１３０１によって行われ得る。
囲い部材１３６０が透明な材料から成ると仮定して、囲い部材が開いた状態１２５６及び
閉じた状態１２５７にある時、視角は１３６１で示されている。この実施形態の変形例で
は、単にカバー１３０４だけが設けられ、前方開口は、カバー１３０４が図１４ｂの下方
位置にある時に単に部分的に覆われる。
【０１１０】
　図１５ａ及び図１５ｂを参照すると、囲い部材が開いた位置１３５０又は閉じた位置１
３５５に垂直に動く実施形態の横断面図が示されている。かかる動作は、モータ又は重さ
補償機構（図示していない）によって行われ得る。囲い部材１３６０が透明な材料から成
ると仮定して、囲い部材が開いた状態１２５６及び閉じた状態１２５７にある時、視角は
１３６１で示されている。
【０１１１】
　図１６を参照すると、供給プレナム１４０１からの供給空気が、排気プレナム１４０２
の上方に設けた供給カップリング１４０５を介して１４００で示す囲い部材部分に一体に
形成した供給通路にどのように接続され得るかを示す一つの実施形態の三次元図が示され
ている。排気プレナムは、ダクトカップリング１４１０を介して囲い部材部分１４００の
フィルタプレナムに接続され得る。排気及び供給プレナム１４０１、１４０２は、接続し
た囲い部材（又は囲い部材だけ）を設けた設備及び器具に恒久的に取付けられ得る。囲い
部材又は囲い部材付き器具を容易に交換又は置き換えできる標準の隙間及び形態が設けら
れ得る。排気及び供給プレナムは図示したものを越えて連続して設けられ、多数の囲い部
材又は囲い部材付き器具の供給および排気需要に応じられるようにし得る。
【０１１２】
　図１７を参照すると、実施形態の横断面図は、本明細書に記載した種々の特徴を例示し
ている。組立体は、頂部及び端部１５１５における囲い部材　１５１０で包囲した器具１
５０５を有している。排気は、フィルタ組立体１５１５を通して引かれ、そしてユニット
の側部、ユニットの頂部１５２５又は別の位置における排気ダクト１５２０を通って後方
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プレナムから出て行く。囲い部材１５１０はハンドル機構１５３０或いは足で操作するペ
ダル１５４０、近接センサー１５４５、又は調理の完了した時に囲い部材１５１０を上昇
させるタイマーのような別の手段を用いて人によって操作され得る。
【０１１３】
　図１８ａ～図１８ｄを参照すると、囲い部材がどのように操作できるかを示す種々の実
施形態が示されている。図１８ａには、二部分に分かれる囲い部材１５２０を示し、囲い
部材の上方部分１５１５はプレナム組立体の頂部内に収まり、また囲い部材の下方部分１
５１６は調理器具の下側又は前方に収まる。ハンドル１５２０は、人が囲い部材１５１６
を動かす手段を構成している。図１８ｂは、囲い部材の形態の別の実施形態の横断面図で
ある。この実施形態では、囲い部材１５７０は、コンパクトな空間に折畳まれる二つ折り
部すなわちルーバーを備えている。この実施形態において、ピン１５７５は、囲い部材１
５７０を曲げることのできる手段として示されている。代わりに、これは、ヒンジ又はた
わみコネクタのような他の手段によって達成され得る。この実施形態では、トラック１５
８０は、囲い部材１５７０を適位置へ案内する手段を構成している。図１８ｃは、囲い部
材が幾つかのパネル１６３０を有する囲い部材の実施形態の横断面図であり、これらのパ
ネル１６３０は収めた時に、互いに重なり合って、開いた時の囲い部材１６３０の収納ス
ペースを設ける必要性を最少化又は除去する。ハンドル１６３５は、人が囲い部材１６３
０を手動で開く手段を構成し得る。図１８ｄは、単一囲い部材１６９０を形成しかつ回動
点１７００（図示されてない）を中心に回転するように交差する二つの平坦な部分から成
っている囲い部材の横断面図である。囲い部材１６９０を形成するのに別の数のパネルを
用いることができる。囲い部材１６９０上における油脂又はその他の物質の堆積を最少化
又は除去するために、水平からの囲い部材１６９０の角度１７０５（図示されていない）
は最適化する必要がある。この角度を影響し得るファクタは、調理適用に用いた油脂の種
類、囲い部材１６９０の内部及び外部温度並びに包囲体内に存在する蒸気の量を含む。囲
い部材１６９０の底部又は囲い部材と調理器具／熱源との交差部に、油脂又はその他の物
質を堆積するトラフが配置され得る。図１８ａ～図１８ｄの全ての実施形態において、囲
い部材内部の完全な包囲体を形成するのに固定又は可動側部分が用いられ得る。
【０１１４】
　図１９を参照すると、布、プラスチック、金属又はプラスチックロッドのような巻上げ
できる撓み性材料で囲い部材１７５０を製造している実施形態が横断面で示されている。
この実施形態では、材料を収納するフィードローラ１７５５及び巻取りローラ１７６０が
設けられている。囲い部材１７５０は透明な又は半透明な材料によって製造され得る。
【０１１５】
　図２０を参照すると、囲い部材１８５０を通して調理器具／熱源に対して人が視線をも
たない実施形態が示されている。この実施形態では、人が囲い部材１８５０を開くことな
しに調理プロセスを観察できるようにゴーグル１８６５と共にカメラ１８６０が用いられ
る。代わりに、調理の完了した時を検知するために赤外線センサー１８５５が用いられ得
る。調理の完了した時を検知するために音響センサーや化学的センサーのような別の形式
のセンサーを用いることができる。
【０１１６】
　図２１ａ及び図２１ｂを参照すると、清浄な囲い部材カバーを維持する機構がそれぞれ
横断面図及び三次元図で示されている。この実施形態では、囲い部材１９００の内側に取
外し可能なフィルム１９０５が取付けられる。フィルム１９０５が汚れると、フィルム１
９０５は剥ぎ取られて、きれいな囲い部材１９００を露出させることができる。調理器具
／熱源を用いる前に、囲い部材１９００の内側に新しいフィルム１９０５が装着され得る
。代わりに、多数の隣接層のフィルムが一度に装着されて、使用毎に順に剥がすようにし
てもよい。図２２には、フィルム１９５５がフィードローラ１９６０によって供給され、
そして巻取りローラ１９７０によって巻き取られるフィルム適用の別の図を示している。
この実施形態では、フィルムが囲い部材の内側輪郭に追従するように保持ローラ１９６５
が用いられる。
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【０１１７】
　図２３を参照すると、絶縁囲い部材の実施形態が横断面図で示されている。この実施形
態では、囲い部材１９８０は外面温度を下げるために空隙ボイド１９８５で絶縁される。
代わりの実施形態では、空隙ボイド１９８５に、囲い部材を冷却する別の固定又は再循環
流体が充填される。
【０１１８】
　図２４ａには、システム結合体２０００を構成している調理器具２００７及び排気モジ
ュール２００９を示し、また排気システムと共に作動する種々の吸込みおよび放出レジス
タの位置を示している。各放出レジスタは以下の一つ以上を行う。すなわち煙の捕捉及び
取込みを助け、囲い部材２００６を清浄に保ち、及び／又は食品の周囲の空気を直ちに連
続してリフレッシュして食品が余りに多くの煙残留物を捕捉しないようにする。放出レジ
スタに供給された空気は、結合体２０００が配置される建物からの調和空気及び空調空間
の外部から得られ得る構成空気源２０３０のいずれか又は両方から得られ得る。
【０１１９】
　調理器具２００７及び調理している食品２０３２からの煙は排気吸込み口２００２へ引
き込まれ、排気吸込み口２００２は、調理器具２００７、排気モジュール２００９及び囲
い部材２００６で画定した内部空間２０４０から空気及び煙を引き込む。排気吸込み口２
００２は好ましくは油脂フィルタ（別個には示されていない）を備えている。
【０１２０】
　内部空間２０４０からの排気及び煙と置換する空気は、囲い部材２００６における隙間
２０１３から内部空間２０４０内へ供給され得る。ある実施形態では、隙間２０１３は、
内部空間２０４０に配置した食品２０３２又は調理容器及び／又は機器にアクセスできる
ように調整可能である。別の実施形態では、空隙すなわち隙間２０１３は、内部空間２０
４０への空気の流れを調整するように僅かに調整可能である。
【０１２１】
　内部空間２０４０からの排気及び煙と置換する空気は、内部空間２０４０内へ供給され
得、さらに又は代わりに、他の実施形態では、一つ以上の放出レジスタ２００５、２００
８、２０１０、２０１２、２０１４を介して供給される。これらの放出レジスタ２００５
、２００８、２０１０、２０１２、２０１４に供給される空気は、例えば２０１８、２０
２４で示すように、適当に配置される取込みレジスタを介して空調空間から得られ得る。
必要に応じて、例えば２０２６、２０２０で示すように、一つ以上のファンユニットが設
けられる。またファンユニットは、２０２２で示すように、調理器具２００７及び排気モ
ジュール２００９から離して配置され得る。ファンユニットは、排気流れが内部空間２０
４０内へ置換空気を引き込むのに必要な抵抗に打ち勝つのに十分である実施形態では、省
略され得る。
【０１２２】
　次に図２４ｂを参照すると、図２４ａについて説明した放出及び取込みレジスタの一つ
以上は、内部空間２０４０内への置換空気の噴流又は拡散低速流れの一つ以上を発生する
のに用いられ得る。例えば、垂直噴流２０５６は、食品２０３２の表面を“洗浄”するの
に十分な速度及び濃さ（密集さ）のものであり、それにより煙を食品２０３２から離れる
ように動かし、そして食品２０３２上の煙における蒸気又はエーロゾルの凝縮又は沈殿を
防止又は低減させる。洗浄効果は又は、２０５８で示すように内部空間の後方からの流れ
を向けることによって得られ得る。それぞれの実施形態において、頂部からの流れ２０５
０及び底部からの流れ２０５２のいずれか及び両方は、囲い部材２０６２を清浄に保つた
めに囲い部材２０６２に向けられる。内部空間の外部から上方へ向けられた噴流２０５４
は、囲い部材２０６２と器具２００７との間の隙間２０１３を通って引き込まれる。囲い
部材２０６２は食品２０３２にアクセスするために開放されるが、隙間２０１３は幾つか
の実施形態では開放しており、また他の実施形態では閉じられている。
【０１２３】
　次に図２５ａを参照すると、排気モジュール２１０２は可動囲い部材カバー２１０４を
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備え、この可動囲い部材カバー２１０４はケーブルドライブ２１００のまわりで回動し、
ケーブルドライブ２１００はケーブル２１１６を介して可動囲い部材仕切り２１１４に囲
い部材カバーを接続する。囲い部材カバー２１０２、囲い部材仕切り２１０６及び側部仕
切り２１０６は共に器具２１０８の上方の内部空間２１１０を包囲している。
説明してきたように、置換空気を内部空間２１１０内へ入れるために種々の機構が設けら
れ得る。ケーブル２１１６はプーリ２１１２によって案内され、図面の紙面に垂直な方向
に沿って図示していない多数のセットが設けられ得る。囲いカバー２１０４は図２５ｂに
示した位置へ回動される際に、ケーブルドライブ２１００はケーブル２１１６を巻き上げ
、ケーブルを囲い部材仕切り２１１４に取付ける位置に繰り出し、ケーブルを囲い部材仕
切り２１１４を図２５ｂに示す位置へ下げさせる。図示した構成により、囲い部材の前方
部及び頂部領域は、囲い部材カバーし２１０４の相対的に僅かな変位でクリアにされ得る
。使用した機構はモータ駆動され得る。ケーブルドライブは、必要な囲い部材カバー２１
０４の角度変位にわたって十分な巻取り及び繰り出しを行うのに適した遊星歯車列のよう
な任意の適当な比のメートルドライブであることができる。
【０１２４】
　図２５ｃには別の構成を示し、囲い部材カバー２１２０は上方へ回動する代わりに、図
２５ｄに示すように後方へ動かされる。囲い部材仕切り２１０６及びカバー２１２０を動
かすために任意の適当な装置が用いられ得る。例えば、ローラ２１２２及びカバーに取付
けたラック（図示されていない）は適当なケーブルドライブ２１２６と係合できる。
【０１２５】
　種々の実施形態において、放出レジスタ２００５、２００８、２０１０、２０１２、２
０１４は、内部空間２０４０への及び／又は内部空間内の空気の流れを調整するように種
々の形態の噴流を形成するように構成される。レジスタ２００８は、食品２０３２の上面
を洗浄する下向き噴射噴流を形成できる。かかる噴流は、食品２０３２上にタール及び／
又はその他のエーロゾルが沈降するのを軽減又は除去する。かかる物質は食品の味に悪影
響し得る。例えば、食品は、食品上に煙中の物質が沈降する結果、開いたグリルで調理さ
れるか、閉じたグリルで調理されるかによって異なる味になり得る。食品を直に取巻く空
間に置換空気を向けることによって、かかる物質の沈降は低減又は除去され得る。
【０１２６】
　代わりの実施形態では、放出レジスタ２００８から放出した噴流の流れは、噴流が食品
２０３２を直に取巻く領域に到達する前に噴流のエネルギがある程度分散するように減速
調整できるので、ある程度までは、かかる沈降は望ましい。従って、放出グリルすなわち
放出レジスタ２００８の羽根は調整可能であり、それでそれら羽根は空気を調整可能な程
度に分散させ、或いは狭い噴流を形成するために平行に配列されるように、拡がる。記載
した羽根の実施形態に代えて、拡散又は噴射噴流を形成するその他の方法も用いられ得る
。例えば、拡散スクリーンは、噴射流れへ又は噴射流れから動かされ得、或いは噴射流れ
において乱流装置が開閉され得る。多くのかかる装置は公知であり、通気の種々の設定に
おいて用いられ、ここでは説明しない。
【０１２７】
　好ましくは、上記の排気モジュール２００９、２１０２は、図８ａ～図８ｄ、図９ａ及
び図９ｂを参照して説明したモジュラー壁システムに接続されるように構成される。
【０１２８】
　本発明をある特定の実施形態について説明してきたが、特許請求の範囲に記載したよう
に、本発明の領域及び範囲から逸脱することなしに、上記の実施形態に対して種々の変更
、改造及び変化が可能である。従って、本発明は説明した実施形態に限定されるものでは
なく、特許請求の範囲の文言及びその均等物によって定義された全範囲に及ぶものである
。
【図面の簡単な説明】
【０１２９】
【図１ａ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具の流出物流れを冷
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却し清浄するのに、非換気排気装置の一部として用いられ得る熱交換器を示す。
【図１ｂ】熱交換器の別の実施形態を示す。
【図１ｃ】二段熱交換器を示す。
【図１ｄ】二段熱交換器の別の実施形態を示す。
【図１ｅ】多段噴霧冷却システムを示す。
【図１ｆ】多段噴霧冷却システムを示す。
【図１ｇ】フィルタ要素を使用した噴霧冷却熱交換器を示す。
【図２ａ】自己清浄熱交換器システムを示す。
【図２ｂ】二ループ熱交換器システムを示す。
【図２ｃ】液体・空気熱交換器ではなく噴霧型排気冷却装置と組み合わせたヒートポンプ
を用いた図２ａのものと同様な噴霧システムを示す。
【図２ｄ】液体・空気熱交換器ではなく噴霧型排気冷却装置と組み合わせた水予熱熱交換
器を用いた図２ｂのものと同様な噴霧システムを示す。
【図２ｅ】自己清浄熱交換器システムを示す。
【図２ｆ】自己清浄熱交換器及び熱回収システムを示す。
【図３ａ】油脂抽出装置と一体の熱交換器を示す。
【図３ｂ】図３ａの熱交換器及び油脂抽出フィルタ結合体の上面図を示す。
【図３ｃ】油脂抽出性能を高めるために針状フィンを用いる油脂抽出装置を示す。
【図３ｄ】結合渦型油脂フィルタ及び熱交換器を示す。
【図３ｅ】結合フィルタ及び熱交換器の別の実施形態を示す。
【図３ｆ】結合フィルタ及び熱交換器の別の実施形態を示す。
【図４ａ】熱交換器のヒュームのたちこめた空気及び期待の上向き流れを清浄するのに用
いられ得る紫外光線又はその他のオゾン発生装置の使用を示す。
【図４ｂ】熱交換器を清浄状態に保つのを助ける紫外光線の使用を示す。
【図４ｃ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に油脂抽出装
置を用いた場合に熱交換器を清浄状態に保ち得る使い捨てフィルタの使用を示す。
【図４ｄ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に油脂抽出装
置を用いた場合に排気システムの出口に用いて周囲放出（吐き出し）を低減し得る使い捨
てフィルタの使用を示す。
【図５ａ】捕捉性能を高めるために前方空気噴流を利用し得る非換気型フードを示す。
【図５ｂ】図５ａの実施形態の正面図である。
【図５ｃ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に用いた場合
にシステムの油脂除去性能を改善し得る非換気フードの排気空気流量を変えるのに用いら
れえる制御アルゴリズムを示す。
【図６ａ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上に生じた流出物
の除去を高められ得る多段の油脂抽出を行なう手段を示す。
【図６ｂ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上に生じた流出物
の高められた除去用の油脂除去及び回収装置として使用した排気ファンを示す。
【図６ｃ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上に生じた流出物
の高められた除去用の油脂除去及び回収装置として使用した排気ファンの側面図である。
【図７ａ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に用いた場合
に紫外線ランプからの設定したレベルのオゾン発生を維持するフィードバック制御システ
ムを示す。
【図７ｂ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に用いた場合
に紫外線、オゾン発生ランプのような光源から先に発生したオゾンを破壊し得る殺菌紫外
線ランプの使用を示す。
【図７ｃ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上に生じた流出物
に晒された場合に油脂で覆われ得る熱交換器を清浄する手段を示す。
【図７ｄ】料理用コンロ、フライ料理道具やグリルのような調理用器具上方に使用したシ
ステムに設けられた場合に油脂除去装置として用いられ得る騒音減衰装置を示す。
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【図８ａ】一つ以上の調理用器具に対する排気、火炎抑制、ユーティリティズ及びその他
のサービスを行うのに用いられるモジュール式壁システムを示す。
【図８ｂ】一つ以上の調理用器具に対する排気、火炎抑制、ユーティリティズ及びその他
のサービスを行うのに用いられるモジュール式壁システムを示す。
【図８ｃ】一つ以上の調理用器具に対する排気、火炎抑制、ユーティリティズ及びその他
のサービスを行うのに用いられるモジュール式壁システムを示す。
【図８ｄ】一つ以上の調理用器具に対する排気、火炎抑制、ユーティリティズ及びその他
のサービスを行うのに用いられるモジュール式壁システムを示す。
【図８ｅ】吸気口へ流出物を導くのに役立ちかつ清浄できるシェルフの細部を示す。
【図９ａ】両側における調理用器具を保護する図８ａ～図８ｄのモジュール式壁システム
の二側型実施形態を示す。
【図９ｂ】両側における調理用器具を保護する図８ａ～図８ｄのモジュール式壁システム
の単側型実施形態を示す。
【図９ｃ】相互接続に関する特徴を示す一組のモジュール式壁モジュールの実施形態にお
ける内部構造を示す。
【図９ｄ】相互接続に関する特徴を示す一組のモジュール式壁モジュールの実施形態にお
ける外部表面特徴を示す。
【図１０】種々の調理オペレーションを包囲する別個の囲い部材　を備える閉結合型調理
用器具配列の三次元図である。
【図１１ａ】調理用器具にアクセスするために回転できるフード（天蓋）の横断面図であ
る。
【図１１ｂ】調理用器具にアクセスするために回転できるフードの横断面図である。
【図１２ａ】調理用囲い部材を清浄状態に保ちかつ囲い部材を持ち上げた時に調理流出物
を捕捉するのを助ける空気噴流を組み合わせている別の実施形態の横断面図である。
【図１２ｂ】調理用囲い部材　を清浄状態に保ちかつ囲い部材を持ち上げた時に調理流出
物を捕捉するのを助ける空気噴流を組み合わせている別の実施形態の横断面図である。
【図１３ａ】調理用囲い部材をフードの頂部と一体に構成し、全組立体をバネシステムに
よって上昇できる別の実施形態の横断面図である。
【図１３ｂ】調理用囲い部材をフードの頂部と一体に構成し、全組立体をバネシステムに
よって上昇できる別の実施形態の横断面図である。
【図１４ａ】作業者に対して隙間を形成するために囲い部材を折り畳んで内側に曲げる別
の実施形態の横断面図である。
【図１４ｂ】作業者に対して隙間を形成するために囲い部材を折り畳んで内側に曲げる別
の実施形態の横断面図である。
【図１５ａ】調理用器具にアクセスする料理人のために垂直上方へ囲い部材　全体を持ち
上げできる別の実施形態の横断面図である。
【図１５ｂ】調理用器具にアクセスする料理人のために垂直上方へ囲い部材全体を持ち上
げできる別の実施形態の横断面図である。
【図１６】囲い部材と排気システムに対するフィルタ組立体との間の接続を示す実施形態
である。
【図１７】囲い部材と調理用器具とフード組立体との一体構成を示す実施形態の横断面図
である。
【図１８ａ】囲い部材動作の別の実施形態を示す横断面図である。
【図１８ｂ】囲い部材動作の別の実施形態を示す横断面図である。
【図１８ｃ】囲い部材動作の別の実施形態を示す横断面図である。
【図１８ｄ】囲い部材動作の別の実施形態を示す横断面図である。
【図１９】代わりの形式の囲い部材収納の横断面図である。
【図２０】非透明型の囲い部材を用いた場合における料理人が調理を検知する手段の横断
面図である。
【図２１ａ】囲い部材を清掃して油脂及びその他の調理副生物を除去する手段の横断面図
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である。
【図２１ｂ】囲い部材を清掃して油脂及びその他の調理副生物を除去する手段の斜視図で
ある。
【図２２】適位置に施されかつロールアップされる交換可能なフィルムをもつ囲い部材の
横断面図である。
【図２３】囲い部材の外側を冷たく保つために空間かまたは絶縁材料で絶縁される囲い部
材の横断面図である。
【図２４ａ】それぞれの実施形態による調和空気及びメークアップ空気の導入及び放出レ
ジスタの種々の位置及びフードをもつグリルの部分断面側面図である。
【図２４ｂ】図２４ａの種々の実施形態により得ることのできる空気流れパターンを示す
。
【図２５ａ】二部分囲い部材を構成する機構を示す。
【図２５ｂ】二部分囲い部材を構成する別の機構を示す。
【図２５ｃ】二部分囲い部材を構成する別の機構を示す。
【図２５ｄ】二部分囲い部材を構成する別の機構を示す。
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